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熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金交付要項 

 

（趣旨）                                                                     

第１条 知事は、小規模事業者の振興と安定に寄与するため、商工会、商工会議所及び

県商工会連合会に対し、予算の範囲内で補助金（以下「補助金」という。）を交付す

るものとし、その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則

第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項の定めるところに

よる。 

                                                      

（定義）                                                                       

第２条 この要項において｢小規模事業者｣とは、商工会及び商工会議所による小規模事

業者の支援に関する法律（平成５年法律第５１号。以下「小規模事業者支援法」とい

う。）第２条に規定する小規模事業者を、「商工会」、「県連合会」及び「全国連合

会」とは、それぞれ商工会法（昭和３５年法律第８９号）に規定する商工会、県商工

会連合会及び全国商工会連合会を、「商工会議所」及び「日商」とは、それぞれ商工

会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に規定する商工会議所及び日本商工会議所を

いう。                   

 

（補助金の交付対象）                                                       

第３条 補助金は、商工会及び商工会議所（以下「商工会等」という。）並びに県連合

会が次の各号に掲げる事業を別に知事が定めるところにより実施するために必要な経

費であって、別表に掲げるもののうち知事が必要かつ適当と認めたものについて、知

事が別に定める補助金の算定基準に従い当該商工会等及び県連合会に対して予算の範

囲内において交付する。 

(1) 商工会等が、知事が別に定める基準に基づき、経営指導員、専門経営指導員、特

任経営指導員、経営指導員研修生、経営支援員を設置して行う小規模事業者の経営

又は技術の改善発達を支援する事業（以下「経営改善普及事業」という。）のうち

職員の設置及び職員に附帯する指導事業 

(2)  商工会等が、経営改善普及事業の適正かつ効果的な実施を図るために行う資質向

上対策事業 

(3)  商工会等が経営改善普及事業の適正かつ効果的な実施を図るために行う経営指

導推進事業 

(4)  商工会議所が行う小規模事業者に対する施策普及事業 

(5)  商工会等が経営改善普及事業の円滑かつ効果的な推進を図るために行う指導施

設の建設又は取得 

  (6)  商工会等が記帳機械化システム等及び地域小規模事業情報化等を推進するため

に行う情報ネットワーク化等推進事業 

(7)  商工会等が行う指導環境の整備を図るための指導環境推進事業            

(8)  商工会議所が行う商工会議所に設置されている青年部又は女性会の活動推進事

業    

(9)  商工会議所が中小企業の倒産に伴う社会的混乱の未然防止及び再建円滑化を図

るために行う経営安定特別相談事業 

(10) 県連合会が商工会指導員、広域経営指導員及び経営支援員を設置して行う商工会

を指導する事業（以下「商工会指導事業」という。）並びに経営指導員、専門経営

指導員、特任経営指導員、経営指導員研修生及び経営支援員を設置して行う経営改

善普及事業のうち、職員の設置及び職員に附帯する指導事業 

  (11) 県連合会が行う商工会指導事業及び経営改善普及事業（以下「商工会指導事業等」    

という。）の適正かつ効率的な実施を図るための資質向上対策事業   

  (12) 県連合会が、商工会指導事業等の適正かつ効果的な実施を図るために行う経営指
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導推進事業 

  (13) 県連合会が行う小規模事業者に対する施策普及事業 

(14) 県連合会が商工会指導事業等の円滑かつ効果的な推進を図るために行う指導施

設の建設又は取得 

(15) 県連合会が行う情報ネットワーク化等推進事業 

(16) 県連合会が行う商工会に設置されている青年部又は女性部の活動推進事業        

(17) 県連合会が中小企業の倒産に伴う社会的混乱の未然防止及び再建円滑化を図る

ために行う経営安定特別相談事業                          

     

（補助率）                                                                       

第４条 補助金の額は、前条の規定による補助対象経費の額及び補助対象経費の額に次

の各号に掲げる補助事業別補助対象経費ごとに当該各号に掲げる割合を乗じて得た額

（ただし、第１号に掲げる経費のうち指導施設建設費等の経費については、２分の１

を乗じて得た額又は知事が定める額のうちいずれか低い額）のうちいずれか低い額以

内の額とする。   

 

 (1)  別表（小規模事業指導費補助金補助事業別補助対象経費）に掲げる経費のうち次

に掲げるもの                                        ２分の１              

 

 補 助 区 分 

 

  補助事業の区分 

 

 補 助 対 象 経 費 

     

  

  

  

  

  

  

  

 

１ 商工会等又は県

 連合会に対する補

 助 

 

(6) 指導施設建設費 

 

 

 

指導施設建設費等 

 

 

                                                                           

 (2)  別表（小規模事業指導費補助金補助事業別補助対象経費）に掲げる経費のうち次

に掲げるもの                                        ３分の２                  

 

 補 助 区 分 

 

  補助事業の区分 

 

 補 助 対 象 経 費 

    

    

    

    

 

 

    

 

１ 商工会等又は県

 連合会に対する補

 助 

 

 

(3) 資質向上対策事業費 

 

 

 

 

海外研修事業参加費    

 

 

 

 

 (3)  別表（小規模事業指導費補助金補助事業別補助対象経費）に掲げる経費のうち前

２号に掲げるもの以外のものについては、前条の規定による補助対象経費の額以内

の額とする。 

 

（補助金の交付の申請）                                                    

第５条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとし、知事が別に定

める期日までに提出しなければならない。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号のとおりとし、その様式は、当該各号に

定めるところによるものとする。                                    

(1) 補助事業計画書（別記第２号様式、別記第２号の２様式）                                  

(2) 補助対象職員設置調書（別記第３号様式、別記第３号の２様式）                             

(3) 収支予算書（別記第４号様式）                                                             



3 

 

３   前項の補助金の交付申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額とし

て控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定よる地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において

当該消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りで

ない。 

                                                                                 

（決定の通知）                                                            

第６条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書（別 

記第５号様式）により行うものとする。                             

  知事は、当該補助金の交付の決定に当たっては、決定額の下限を１００万円とする

ものとする。 

２ 知事は、前項の規定による交付の決定に当たっては、前条第３項により補助金に係

る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について減額して交付申請がなされたも

のについては、これを審査し、適当と認めたときは、当該消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額を減額するものとする。                 

３ 知事は、前条第３項のただし書きによる交付の申請がなされたものについては、補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額については、補助金の額の確定

において減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

           

（補助事業の内容等の変更）                                                

第７条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は、次に定めるとおりとする。   

(1)  内容の変更                                                           

     ア 補助事業に要する経費の合計額の２０％を超えて増減しようとする場合 

     イ 補助の対象となった経営指導員、専門経営指導員、広域経営指導員、商工会指

導員、特任経営指導員、経営指導員研修生、経営支援員（以下「補助対象職員」

という。）の設置延月数に変更が生じる場合                                          

  (2)  経費の配分の変更                                                      

     ア 配分された補助金のうち、俸給、扶養手当、調整手当、通勤手当、特地勤務手

当、期末手当、住居手当、超過勤務手当、指導手当、福利厚生費、事務費の調査

研究費のうちの特別調査研究費、福利環境整備費、指導事業費のうちの記帳指導

員等謝金等、商工会等職員経営指導推進費、支部活動推進費のうちの支部借館料、

研修指導事業費のうちの大学校研修等参加費及び海外研修事業参加費、経営指導

推進費のうちの嘱託専門指導員謝金、指導施設建設費等、電子計算機賃借料、記

帳機械化等推進事業オペレータ設置費及び指導環境推進費に係る分を変更しよ

うとする場合 

     イ 配分された補助金のうち、経営指導員研修生費、資質向上対策推進事業費、経

営・技術強化支援事業費、商工会等活動推進支援事業費、青年部・女性部活動推

進費及び経営安定特別相談事業費に係る分を変更しようとする場合 

ウ  上記ア及びイ以外の費目に係る分を２０％を超えて変更しようとする場合 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第６号様式によるものとし、添付書類は次

の各号に掲げるとおりとする。 

 (1) 事業変更計画書（別記第７号様式、別記第７号の２様式） 

 (2) 補助対象職員設置調書（別記第３号様式、別記第３号の２様式） 

 (3) 収支（更正）予算書（別記第８号様式）                          

３ 規則第７条第３項において準用する第６条の規定による補助事業の内容等の変更の

決通知は、補助金の額に変更を生じるときは、変更交付決定通知書（別記第９号様式）
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により、補助金の額に変更を生じないときは、変更承認通知書（別記第１０号様式）

により行うものとする。                           

                                                                                 

（申請の取下げ）                                                          

第８条 規則第８条の規定により、申請を取下げることができる期間は、交付決定の通

知を受けた日から起算して２０日以内とする。                           

 

（状況報告）                                                               

第９条 規則第１１条による状況報告は、次に定めるところにより行うものとする。     

 (1) 報告時点   ９月３０日                                               

  (2) 報告期限  １０月 ９日 

   ただし、当該日が県の休日に当たる場合は、その前日を期限とする。                                              

２ 前項の状況報告は別記第１１号様式によるものとし、その提出部数は１部とする。   

 

（補助事業の中止又は廃止）                                               

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじ

め小規模事業指導費補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書（別記第１２号

様式）を知事に提出して、その承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の承認をしたときは、補助事業の中止（廃止）承認通知書（別記第１

３号様式）により通知するものとする。  

  

（補助対象職員の変更）                                                   

第１１条 補助事業者は、補助対象職員を変更（退職又は任命）しようとするときは、

あらかじめ補助対象職員変更承認申請書（別記第１４号様式）を知事に提出して、そ

の承認を受けなければならない。 

  ただし、商工会にあっては、県商工会連合会長を経由して、上記補助対象職員変更

承認申請書を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の承認をしたときは、補助対象職員変更承認通知書（別記第１５号様

式）により通知するものとする。  

                                                           

（補助対象職員の長期欠勤等）                                             

第１２条 補助事業者は、補助対象職員が引き続き３月を超えて欠勤し、又は本務を離

れるに至った場合には、速やかに補助対象職員長期欠勤届（別記第１６号様式）を知

事に提出しなければならない。ただし、商工会にあっては、県商工会連合会長を経由

して上記補助対象職員長期欠勤届を知事に提出しなければならない。なお、指導環境

推進費対象の事務局長についても同様とする。                                     

 

（実績報告）                                                             

第１３条 規則第１３条の実績報告書は、別記第１７号様式によるものとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の添付書類は、次の各号に掲げるとおりとし、その様式

は、当該各号に定めるとおりとする。                                    

(1) 小規模事業指導費補助金支払明細書（別記第１８号様式、別記第１８号の２様式）                  

(2) 補助対象職員設置調書（別記第３号様式、別記第３号の２様式）                               

(3) 事業実績報告書（別紙１、別記第１９号様式、別記第１９号の２様式） 

(4) 収支精算書（別記第２０号様式）                                                           

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、当該年度の３月３１日とする。 

ただし、当該日が県の休日に当たる場合は、その前日を期限とする。                  

４ 補助事業者は、第１項の実績報告をするに当たって、補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕
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入控除税額を減額して報告しなければならない。                      

 

（財産の管理及び処分） 

第１４条 補助事業者は、補助事業により取得した指導施設、指導用車両、研修用機器、

備品（記帳機械化システム実用化に係る端末機を含む。以下「備品等」という。）及

び無形財産又は効用が増加した財産（以下「取得財産等」という。）について、補助

事業の完了後も、別記第２１号様式による取得財産等管理台帳を設け、その保管状況

を明らかにし、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の備品等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、若しくは譲

り渡し、他の物件と交換し又は債務の担保に供しようとする（以下「取得財産の処分」

という。）ときは、備品等の処分承認申請書（別記第２２号様式）を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。この場合において知事はその処分等によって得た

収入の全部又は一部を納付させることがある。ただし、当該備品等が知事が別に定め

る耐用年数を経過している場合は、この限りでない。 

  

（補助金の額の確定等）                                                  

第１５条  知事は、第１３条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要

に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決

定の内容（第７条に基づく承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付し

た条件に適合すると認められたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者

に通知する。                                              

２ 知事は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の補助金の返還を命ずる。     

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に

納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利 10.95

％の割合で計算した延滞金を徴するものとする。                             

４ 規則第１４条の規定による補助金の額の確定は、補助金確定通知書（別記第２３号

様式）により行うものとする。                                          

 

（補助金の請求等）                                                        

第１６条 規則第１６条の補助金請求書は、別記第２４号様式又は別記第２５号様式に

よるものとする。                                                    

 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）                            

第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別記第２６号

様式により速やかに知事に報告しなければならない。 

                 

（証拠書類の保管）                                                        

第１８条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。              

 

（非常災害等の場合の措置）                                                

第１９条 補助事業者が、非常災害等により被害を受け、補助事業の遂行が困難となっ

た場合は、速やかに知事にその旨を報告し、その指示を受けなければならない。 

                                                                      

（情報等の提出及び報告）                                                  

第２０条 補助事業者は、非常災害等による商工業の被害状況を把握し、知事の求めに

応じて、これを報告しなければならない。                                

２ 知事は、前項に規定する報告のほか、商工業に関する情報及び資料の提出を求める
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ことができる。                                                        

 

 

（雑則） 

 第２１条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。            

 附  則 

この要項は昭和５９年６月６日から施行し、昭和５９年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は昭和６０年６月２５日から施行し、昭和６０年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は昭和６１年１１月２１日から施行し、昭和６１年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は昭和６２年６月２０日から施行し、昭和６２年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は昭和６３年６月１６日から施行し、昭和６３年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成元年３月１３日から施行する。 

 

 附 則 

この要項は平成２年３月７日から施行し、平成元年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成２年７月２７日から施行し、平成２年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成３年８月６日から施行し、平成３年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成４年６月８日から施行し、平成４年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成５年７月２８日から施行し、平成５年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成６年７月１８日から施行し、平成６年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成７年７月３１日から施行し、平成７年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成８年７月１７日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成９年６月１２日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 
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 附  則 

この要項は平成１０年７月８日から施行し、平成１０年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１１年６月２２日から施行し、平成１１年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１２年８月２３日から施行し、平成１２年４月１日から適用する。 

 

 附  則 

この要項は平成１３年７月２日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１４年７月２３日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１５年７月１５日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１６年６月１７日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成１７年６月２４日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成１８年６月１日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成１９年６月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成２０年６月２日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成２１年６月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

 

  附 則 

この要項は平成２３年６月１日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は平成２４年４月２日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

この要項は平成２６年４月１日から施行する。 

 

 附 則 

この要項は平成２８年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要項は平成２９年７月２５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は平成３１年２月２７日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は平成３１年（２０１９年）４月１０日から施行し、平成３１年（２０１９年）

４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和元年（２０１９年）８月２７日から施行し、平成３１年（２０１９年）

４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和２年（２０２０年）２月２６日から施行し、平成３１年（２０１９年）

４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和２年（２０２０年）４月７日から施行し、令和２年（２０２０年）４月

１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和３年（２０２１年）３月１６日から施行し、令和２年（２０２０年）４

月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和３年（２０２１年）４月１４日から施行し、令和３年（２０２１年）４

月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和４年（２０２２年）２月２８日から施行し、令和３年（２０２１年）４

月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和４年（２０２２年）６月２日から施行し、令和４年（２０２２年）４月

１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和４年（２０２２年）９月１２日から施行し、令和４年（２０２２年）７

月１日から適用する。 

 

附 則 

この要項は令和５年（２０２３年）２月２８日から施行し、令和４年（２０２２年）４

月１日から適用する。 

 



（別表）

経費区分 経費区分の明細 内　　　　　　　容

俸給 補助対象職員の俸給

扶養手当 補助対象職員の扶養手当

通勤手当 補助対象職員の通勤手当

特地勤務手当 補助対象職員（経営指導員研修生を除く。）の特地勤
務手当

期末手当 補助対象職員の期末手当

住居手当 補助対象職員の住居手当

超過勤務手当 補助対象職員（経営指導員研修生を除く）の超過勤務
手当

福利厚生費 補助対象職員に係る健康保険料、厚生年金保険料、雇
用保険料、労災保険料及び介護保険料の事業主負担分

指導旅費 経営改善普及事業の実施に要する補助対象職員、記帳
指導職員、記帳指導員及び嘱託専門指導員の旅費

研修会出席旅費 県連及び幹事商工会議所が行う研修会への出席に要す
る補助対象職員の旅費（経済産業局が主催する経営指
導員等連絡会議への出席旅費、中小企業庁長官又は経
済産業局長若しくは県知事の指示又は承認を受けた研
修会、研究会等への出席旅費を含む。）や、県連合会
が行う商工会役員研修会、商工会等職員基本能力研修
会、管理職養成研修会、経営革新支援研修会、情報化
推進要員研修会への出席に要する職員の旅費及び商工
会議所が行う商工会議所基礎研修会への出席に要する
経営支援員の旅費

経営指導員等交流
研修事業参加旅費

商工会等が行う経営指導員等交流研修事業への参加に
要する経営指導員又は専門経営指導員の旅費

特定商工会議所中
小企業相談所直面
問題会議等出席旅
費

日商が行う特定商工会議所中小企業相談所直面問題会
議、政令指定都市及び都道府県庁所在地商工会議所中
小企業相談所長会議等への出席に要する中小企業相談
所長、経営指導員（知事が補助対象とする経営指導員
及び専門経営指導員を含む。）の旅費

商工会指導員等研
修会等出席旅費

全国連合会が主催する商工会指導員等研修会等への出
席に要する商工会指導員及び広域経営指導員の旅費

広域指導センター
所長会議出席旅費

全国連合会が主催する広域指導センター所長会議への
出席に要する広域指導センター所長（代理出席する専
門経営指導員を含む。）の旅費

指導事務費、調査
研究費

経営改善普及事業の実施に必要な指導事務及び調査研
究に要する会議費、備品費、雑役務費、謝金、講師旅
費、印刷製本費、通信運搬費、回線使用料、消耗品
費、燃料費、道路通行料、集計費、修繕費、保守料、
借損料、補助対象車両に係る法定保険料及び車検料、
参考資料の購入費（補助対象職員の資質向上を図るた
め、中小企業庁長官又は経済産業局長若しくは県知事
の指示又は承認を受けた研修会への受講に要する受講
料を含む。）並びに経営指導員、専門経営指導員及び
経営支援員の自己啓発の促進を図るための特別調査研
究費(人件費)

経営支援特別対策
事務費

商工会等が行う経営支援プログラムの作成及び経営革
新計画の作成支援を実施する際に必要な旅費（専門家
招へいにおける旅費を含む。）、謝金等の経費

指導用車両購入費 県連合会が実施する商工会指導事業及び経営改善普及
事業の実施に必要な指導用車両の購入に要する経費

広報用車両購入費 県連合会が実施する商工会指導事業及び経営改善普及
事業の実施に必要な広報用車両の購入に要する経費

福利環境整備
費

補助対象職員にかかわる福利環境整備事業費の事業主
支払分

　　　　　　　　　　　小規模事業指導費補助金・小規模事業対策

　　　　　　　　　　　推進事業費補助金補助事業別補助対象経費

(1)補助対象職
員の設置費

補助対象経費補助
区分

補助事業の区分

事　務　費

旅　　費

　
１
　
　
商
工
会
等
又
は
県
商
工
会
連
合
会
に
対
す
る
補
助

(2)指導事業費

［小規模事業指導費補助金］



経費区分 経費区分の明細 内　　　　　　　容

補助対象経費補助
区分

補助事業の区分

 (2)指導事業費 講習会等開催費 経営改善普及事業の実施に必要な講習会、講演会、個
別指導等の開催及び経営改善普及事業の一環として実
施する記帳継続指導に要する謝金、旅費、借損料（移
動講習会の場合の車両を含む。）、資料費、消耗品
費、会議費、印刷製本費、雑役務費及び通信運搬費

金融指導事業費 金融指導事業に要する旅費、会議費、借損料、印刷製
本費、通信運搬費、消耗品費、雑役務費、備品費及び
参考資料の購入費

記帳指導員等謝金
等

記帳指導員の謝金及び記帳指導職員の指導手当

商工会等職員
経営指導推進
費

経営改善普及事業の推進のため補助対象職員に必要な
研究指導手当及び参考資料購入費及び旅費

支部借館料 県連合会がその支部（所）として広域指導センターを
又は商工会議所がその支部（所）を設置するために必
要な借館料

指導用車両購入費 県連合会がその支部（所）として設置する広域指導セ
ンターにおける経営改善普及事業の実施に必要な指導
用車両の購入費

大学校研修等参加
費

県知事が指定する独立行政法人中小企業基盤整備機構
（以下「機構」という。）が行う研修（基礎研修、専
門研修、上級研修及び中小企業診断士養成コース）等
への出席に要する補助対象職員の旅費及び受講料

役職員研修会開催
費

商工会議所及び県連合会が行う役職員研修会の開催に
要する謝金、旅費、資料作成費、借損料、（移動研修
会の場合の車両を含む。）、通信運搬費、委託費及び
消耗品費

海外研修事業参加
費

日商が行う経営指導員等海外研修事業に参加する経営
指導員（県が補助対象とする経営指導員及び専門経営
指導員を含む。）の海外旅費及び事前研修旅費

経営指導員等技術
研修会費

商工会議所及び県連合会が実施する経営指導員等技術
研修会に要する経費であって、謝金、旅費、借損料、
資料費、印刷製本費、通信運搬費及び消耗品費並びに
商工会議所及び県連合会が行う経営指導員等技術研修
会への経営指導員等の出席旅費

県連合会役員セミ
ナー出席旅費

全国連合会が行う県連合会役員セミナーへの出席に要
する役員の旅費

商工会指導員等交
流研修事業参加費

県連合会が行う商工会指導員等交流研修事業への参加
に要する商工会指導員、広域経営指導員、専門経営指
導員又は経営指導員の旅費

コンピューター要
員（プログラ
マー）養成研修会
出席旅費

全国連合会が実施するコンピューター要員（プログラ
マー）養成研修会への出席に要する県連合会職員の旅
費

経営指導員研
修生費

機構が行う経営指導員研修生研修課程等への出席に要
する経営指導員研修生の旅費、調査研究費及び受講料

資質向上対策
推進事業費

商工会議所及び県連合会が実施する資質向上対策推進
事業に要する経費であって、謝金、旅費、印刷製本
費、会議費、借損料、雑役務費、通信運搬費、統一資
格認定試験実施費、原稿料及び消耗品費

人事交流赴任
旅費

県連合会が人事交流を行う場合の当該人事異動者に対
する赴任旅費

人事交流単身
赴任手当

県連合会が人事交流を行う場合の当該人事異動者に対
する単身赴任手当

研修指導事業
費

指導事業費

(3)資質向上対
策事業費

支部活動推進
費



経費区分 経費区分の明細 内　　　　　　　容

補助対象経費補助
区分

補助事業の区分

専門相談指導
費

商工会議所が実施する専門指導に要する講師謝金、講
師旅費及び借損料

嘱託専門指導
員謝金

商工会議所及び県連合会が行う経営改善普及事業の円
滑な実施を図るために必要な嘱託専門指導員の謝金

経営・技術強
化支援事業費

商工会等及び県連合会が実施する経営・技術強化支援
事業に要する費用であって、謝金、旅費、原稿料、印
刷製本費、広報費、会議費、借損料、試験・検査分析
費、消耗品費、通信運搬費及び補助金

販路開拓支援
事業費

商工会等及び県連合会が広域連携して行う小規模事業
者等に対する販売力・営業力強化、売れる商品づくり
等の支援に要する経費で次のもの
謝金、旅費、会議費、借損料、資料購入費、通信運搬
費、印刷製本費、雑役務費、消耗品・備品費、展示会
等実施・出展費、広報費、委託費、外注費、試作品開
発費

商工会等活動
推進支援事業
費

特別な事業に取り組むことによって事務量増加に伴い
生じる経費で国補助等の対象経費を除いた次に係る経
費
謝金、旅費、消耗品費、会議費、借損料、人件費（事
務量の増加に伴う補助対象職員の超過勤務手当）、賃
金（事務量の増加に伴う臨時職員の人件費）

指導用軽車両
購入費

商工会等が実施する経営改善普及事業の実施に必要な
指導用軽車両の購入費

経営発達マー
ケティングソ
フト導入事業
費

幹事会議所及び県連合会が実施する小規模事業者の伴
走型支援に向けた各商工会等のマーケティング力強化
のためのソフト導入事業に要する経費で次のもの
講師謝金、講師旅費、会場借料、印刷製本費、消耗品
費、通信運搬費、使用料及び賃借料

パンフレット、ポ
スター作成費

経営改善普及事業の一環として商工会等が実施する小
規模事業者に対する啓発及び広報用パンフレット、ポ
スター等の作成に要する印刷製本費等及びホームペー
ジ作成費（施策情報の掲載・更新に係る経費に限
る。）

県連合会ニュース 県連合会が行う県連ニュースの作成等に要する印刷製
本費等及びホームページの作成費（施策情報の搭載・
更新にかかる経費に限る。）

(6)指導施設建
設費

指導施設建設
費等

商工会等及び県連合会の指導施設の建設、取得又は修
繕に要する経費

端末機設置費 商工会等が実施する記帳機械化システム等の実施に必
要な端末機及び付属品の設置に必要な購入費

電子計算機賃
借料

商工会議所及び県連合会が記帳機械化システム等の推
進に係る電子計算機（オンライン関係機器を含む。）
を設置するに必要な賃借料及び保守料

記帳機械化等
推進事業オペ
レータ設置費

県連合会が実施する記帳機械化システム等の推進に要
する経費であって、オペレータ設置（人件費）に要す
る経費

(8)指導環境推
進費

指導環境推進
費

商工会等が実施する経営改善普及事業の推進のための
指導環境整備に必要な一般管理費のうち、人件費（事
務局長及び商工会同士又は商工会議所同士の合併若し
くは広域連携に伴う事務局長、事務局次長又は支所長
の設置に係るものに限る。）、備品費（車両購入費を
含む。）、消耗品費、印刷製本費及び参考資料の購入
費並びに経営改善普及事業の推進に必要な事業に係る
講習会等の謝金、旅費、借損料、雑役務費、備品費、
印刷製本費、通信運搬費、消耗品費及び参考資料の購
入費（他の経費区分に係るものと分割支出することと
なるものを除く。）

(4)経営指導推
進費

(5)小規模事業
施策普及費

小規模事業施
策普及費

(7)情報ネット
ワーク化等推進
事業費



経費区分 経費区分の明細 内　　　　　　　容

補助対象経費補助
区分

補助事業の区分

青年部、女性部活
動推進費

商工会議所及び県連合会が行う青年部、女性部（会）
の活動推進のための講習会、研修会、ブロック別交流
会等及び地域振興事業等の活動推進に要する謝金、旅
費（研修会等に参加するための受講者交通費及び全国
商工会連合会又は日本商工会議所が行う青年部又は女
性部（会）指導者の研修会に参加するための受講者旅
費等を含む。）、借損料（移動講習会の場合及び研修
会等に参加するための車両借上費を含む。）、雑役務
費、会議費、資料費、印刷製本費、備品費、消耗品
費、通信運搬費、調査等委託費

商工会青年部全国
大会熊本大会開催
費

県連合会が青年部の活動推進や部員の資質の向上等を
目的として開催する商工会青年部全国大会熊本大会の
開催に要する会場関係費、会場設営費（大会のみ）

特別相談事業
費

商工会議所及び県連合会が実施する経営安定特別相談
事業に要する経費であって、謝金、旅費、印刷製本
費、通信運搬費、消耗品費、資料購入費、借損料、
パーソナルコンピューター賃借料、会議費、雑役務
費、備品費（相談中小企業者の秘密の保持に必要な書
庫・書架であって、総額１０万円以内に限る。）、燃
料費、保守料及び委託費

講習会等出席
及び緊急対策
等事業費

商工会議所及び県連合会が実施する緊急対策事業、し
にせ倒産対策事業に要する経費であって、謝金、旅
費、資料購入費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬
費、借損料、会議費、雑役務費及び委託費並びに全国
連合会又は日商が実施する講習会、事例研究会、商工
調停士会への出席に要する旅費

(10) 経営安定
特別相談事業費

(9)若手後継者
等育成事業費

青年部、女性
部活動推進費



熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事
業費補助金交付基準額（経費区分別交付基準額算定表）



(１)

(２)

(３)

(１)

(２)

(１)

(２)

(１)

(２)

(１)

(２)

(３)

(４)

(１)

(２)

(１)

(２)

(３)

　ただし、令和４年６月に支給する期末手当の補助額は、上記（１）～
（４）にかかわらず、上記（１）～（４）に基づき算定される期末手当の補
助額から、令和３年１２月の期末手当の補助額に、２２２．５分の１５を乗
じて得た額を減じた額とする。

　次の（１）及び（２）の合計額

　交付要項運用による補助対象職員（経営指導員、専門経営指導員及
び経営支援員をいう。経営指導員研修生を除く。）ごとの支給月額×
それぞれの補助対象月数（ただし、上限あり。）

　１５，０６０円×特任経営指導員の設置数×設置月数×０．７５

通勤手当
　次の（１）及び（２）の合計額

　交付要項運用による補助対象職員（経営指導員、専門経営指導員及
び経営支援員をいう。）ごとの支給月額×それぞれの補助対象月数
（ただし、上限あり。）

　７，０００円×特任経営指導員の設置数×設置月数

交付要項運用、交付基準額及び補助金算定要領による経営指導員及び
専門経営指導員ごとの俸給及び調整手当の合計月額×０．０５×それ
ぞれの支給率

３０７，０００円×特任経営指導員の設置数×４．４月

住居手当
　次の（１）及び（２）の合計額

　交付要項運用による補助対象職員（経営指導員、専門経営指導員及
び経営支援員をいう。）ごとの支給月額×それぞれの補助対象月数
（ただし、上限あり。）

　２，４００円×特任経営指導員の設置数×設置月数

　次の（１）及び（２）の合計額

　次の（１）から（４）の合計額（ただし、上限あり。）

補助
区分

補助事業
の 区 分

経費区分 補　助　算　定　基　準

俸給等に関する補助金の算定要領（以下「算定要領」という。）によ
る補助対象職員（経営指導員、専門経営指導員及び経営支援員をい
う。経営指導員研修生を除く。）ごとの俸給月額×それぞれの設置月
数

８，０００円×経営指導員、専門経営指導員及び特任経営指導員の設
置数×設置月数

超過勤務手当

１１，２９０円×離島地区商工会に在勤する経営指導員の設置数×設
置月数
７，３１０円×離島地区商工会に在勤する経営支援員の設置数×設置
月数

特地勤務手当

俸給

　次の（１）から（３）の合計額

５，０００円×経営支援員の設置数×設置月数

知事が特に定める額

２９５，８００円×０．０５×特任経営指導員の設置数×４．４月

交付要項、交付基準額及び補助金算定要領による補助対象職員（経営
指導員、専門経営指導員及び経営支援員をいう。）ごとの俸給及び扶
養手当の合計月額×それぞれの支給率

期末手当

　
商
工
会
又
は
商
工
会
議
所
に
対
す
る
補
助

補助対象
職員の設
置費

２０９，３００円×経営指導員研修生の設置数×設置月数

２９５，８００円×特任経営指導員の設置数×設置月数

扶養手当

　次の（１）から（３）の合計額



(１)

(２)

(３)

(１)

(２)

(３)

(１)

(２)

(３)

(４)

指導事業
費

　次の（１）から（３）の合計額

　
商
工
会
又
は
商
工
会
議
所
に
対
す
る
補
助

補助事業
の 区 分

補助対象
職員の設
置費

２４５，１６０円×経営支援員の設置数
１３，０３０円×経営支援員のうち４０歳以上６５歳未満の者の設置
数
２５１，９３０円×経営支援員（特地勤務手当受給者）の設置数
１３，３９０円×経営支援員（特地勤務手当受給者）のうち４０歳以
上６５歳未満の者の設置数

経費区分 補　助　算　定　基　準

４０９，５４０円×特任経営指導員の設置数
２１，７７０円×特任経営指導員のうち４０歳以上６５歳未満の者の
設置数

３９０，１４０円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数
２０，７４０円×経営指導員及び専門経営指導員のうち４０歳以上６
５歳未満の者の設置数
４００，５９０円×経営指導員（特地勤務手当受給者）の設置数
２１，２９０円×経営指導員（特地勤務手当受給者）のうち４０歳以
上６５歳未満の者の設置数

　次の（１）から（４）の合計額

指導事務費
・一般分　　　　　４５，３７０円×経営指導員の設置数
　　　　　　　　　８８，４６０円×専門経営指導員の設置数
・離島地区加算分　７，６００円×経営指導員の設置数
・特任経営指導員　１０１，５６０円×特任経営指導員の設置数

調査研究費
１０５，８００円×特任経営指導員の設置数

旅　　費 指導旅費
・一般分　　　　　２２，８００円×経営指導員、専門経営指導員の
設置数
・離島地区加算分　６８，４００円×経営指導員の設置数
・特任経営指導員　４６８，０００円×特任経営指導員の設置数

研修会出席旅費
・知事が別に定める額
・特任経営指導員　１０，８６０円×特任経営指導員の設置数

上記（２）以外で知事が認める研修会への出席旅費
　知事が別に定める額

特別調査研究費
知事が別に定める交付基準額により算定した額

経営支援特別対策事務費
　知事が別に定める額

事　務　費

補助
区分

福利厚生費
　補助対象職員に係る健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料及び労災保
険料の事業主負担分の１／２以内で次の額の合計額



(１)

(２)

(３)

(１)

(２)

(３)

(４)

商工会等職員
経営指導推進
費

支部活動推進
費

(１)

(２)

資質向上対策
推進事業費

　
商
工
会
又
は
商
工
会
議
所
に
対
す
る
補
助

１８２，８００円×経営支援員の設置数

指導事業
費

講習会等開催費
１０４，０００円×経営指導員の設置数
２０４，０００円×特任経営指導員の設置数

業種別講習会等開催費
１０４，０００円×専門経営指導員の設置数

福利環境整備
費

　次の（１）から（３）の合計額

２８２，４００円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数

２９５，８００円×特任経営指導員の設置数

補助
区分

補助事業
の 区 分

経費区分 補　助　算　定　基　準

　月額２０，０００円以内×設置数×設置月数
　ただし、法定経営指導員については、月額１０，０００円とする。

　支部借館料
　知事が別に定める額

　次の（１）及び（２）の合計額

大学校研修等参加費（うち受講料）
【基礎研修】
　①税務・財務診断（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数
　②経営診断基礎（商業コース）（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数

【専門研修】
　①東京校分（４日間コース）
　　８０，７００円（２３，０００円）×参加人数
　②東京校分（３日間コース）
　　７６，９００円（２３，０００円）×参加人数
　③関西校分（３日間コース）
　　７０，７００円（２３，０００円）×参加人数
　④広島校分（３日間コース）
　　６０，１６０円（２３，０００円）×参加人数
　⑤直方校分（３日間コース）
　　４５，９８０円（２３，０００円）×参加人数
　⑥人吉校分（３日間コース）
　　３１，５７０円（２３，０００円）×参加人数
　⑦ｗｅｂ校分（全２回（６時間））
　　２２，３００円（１６，０００円）×参加人数
【上級研修】
　①東京校分（５日間コース）
　　８５，５００円（２４，０００円）×参加人数
　②東京校分（３日間コース）
　　７６，９００円（２３，０００円）×参加人数

【中小企業診断士養成研修】
　１，７８４，６００円（１，２０５，０００円）×参加人数

商工会議所研修会開催費
知事が別に定める額（幹事商工会議所）

　知事が別に定める額（幹事商工会議所）

研修指導事業
費

資質向上
対策事業
費

金融指導事業費
４２，７１０円×経営指導員の設置数
加算分　２２円×商工会等地区内の小規模事業者数

記帳指導員等謝金等
２４６，９６０円×知事が別に定める謝金単位数

指導事業費
　次の（１）から（４）の合計額



専門相談指導
費

嘱託専門指導
員謝金

経営・技術強
化支援事業費

販路開拓支援
事業費

商工会等活動
推進支援事業
費

指導用軽車両
購入費

経営発達マー
ケティングソ
フト導入事業
費

小規模事
業施策普
及費

小規模事業施
策普及費

指導施設
建設費

指導施設建設
費等

端末機設置費

電子計算機賃
借料

指導環境
推進費

指導環境推進
費

若手後継
者等育成
事業費

青年部・女性
部活動推進費

特別相談事業
費

講習会等出席
及び緊急対策
等事業費

　知事が別に定める額×賃借月数

情報ネッ
トワーク
化等推進
事業費

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める金額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額（幹事商工会議所）

　５００，０００円以内（一商工会等当たり）

　知事が別に定める額（一商工会議所当たり）

　１８０，０００円×嘱託専門指導員の設置数（知事が別に定める数）×設
置月数

　一商工会議所当たり７１１，２００円

　２９１，６６０円×事務局長の設置月数
（一商工会等に対する補助対象額　３，５００，０００円）

　知事が別に定める額×小規模事業者数（商工会議所のみ）

　知事が別に定める額（幹事商工会議所）

　一台当たり　１２０，０００円以内

補　助　算　定　基　準
補助
区分

補助事業
の 区 分

経費区分

経営安定
特別相談
事業費

　知事が別に定める額（一商工会議所当たり）

　
商
工
会
又
は
商
工
会
議
所
に
対
す
る
補
助

経営指導
推進費



(１)

(２)

(３)

(４)

扶養手当

通勤手当

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

(６)

(７)

(８)

住居手当

(１)

(２)

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

(６)

期末手当

　ただし、令和４年６月に支給する期末手当の補助額は、上記（１）～
（８）にかかわらず、上記（１）～（８）に基づき算定される期末手当の補
助額から、令和３年１２月の期末手当の補助額に、２２２．５分の１５を乗
じて得た額を減じた額とする。

　次の（１）及び（２）の合計額

　次の（１）から（６）の合計額

８，０００円×商工会指導員、広域経営指導員、経営指導員、専門経
営指導員及び特任経営指導員の設置数×設置月数

５，０００円×経営支援員の設置数×設置月数

超過勤務手当

福利厚生費

３９２，３６０円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数
２０，８５０円×経営指導員及び専門経営指導員のうち４０歳以上６
５歳未満の者の設置数

２４９，１３０円×経営指導員研修生（１年目）の設置数

２７３，４３０円×経営指導員研修生（２年目）の設置数

　
熊
本
県
商
工
会
連
合
会
に
対
す
る
補
助

２０９，３００円×経営指導員研修生（４月１日新設分）×
２．８９５月

２１４，３００円×経営支援員の設置数×設置月数

俸給

　７，０００円×補助対象職員の設置数×設置月数

２８２，４００円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数×設置月
数

　次の（１）から（８）の合計額

２９５，８００円×０．０５×商工会指導員、広域経営指導員及び特
任経営指導員の設置数×４．４０月

２８２，４００円×０．０５×経営指導員及び専門経営指導員の設置
数×４．４０月

　２，４００円×補助対象職員の設置数×設置月数

４１０，４９０円×商工会指導員及び広域経営指導員の設置数
２１，８２０円×商工会指導員及び広域経営指導員のうち４０歳以上
６５歳未満の者の設置数

４０９，５４０円×特任経営指導員の設置数
２１，７７０円×特任経営指導員のうち４０歳以上６５歳未満の者の
設置数

２９３，６００円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数×
４．４０月

２１６，５００円×経営支援員の設置数×４．４０月

２０９，３００円×経営指導員研修生の設置数×４．４０月

２８７，２２０円×経営支援員の設置数
１５，２６０円×経営支援員のうち４０歳以上６５歳未満の者の設置
数

　１５，０６０円×補助対象職員（ただし、経営指導員研修生を除く。）の
設置数×設置月数×０．８（ただし、経営指導員、専門経営指導員及び特任
経営指導員は０．７５、経営支援員は０．１５をそれぞれ乗じた額）

補助対象
職員の設
置費

３０７，８００円×商工会指導員及び広域経営指導員の設置数×
４．４０月

３０７，０００円×特任経営指導員の設置数×４．４０月

２０９，３００円×経営指導員研修生の設置数×設置月数

補助
区分

補助事業
の 区 分

経費区分 補　助　算　定　基　準

　次の（１）から（４）の合計額

２９５，８００円×商工会指導員、広域経営指導員及び特任経営指導
員の設置数×設置月数



(１)

(２)

(３)

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

(１)

(２)

(３)

(４)

(１)

(２)

(３)

(４)

商工会等職員
経営指導推進
費

指導旅費
・一般分
　５８，８００円×商工会指導員の設置数
　６６，０００円×広域経営指導員の設置数
　７３，２００円×専門経営指導員の設置数
　７７，０００円×経営指導員の設置数
・適正化指導分
　１７９，６００円（一般分）
・特任経営指導員
　４６８，０００円×特任経営指導員の設置数

研修会出席旅費（県連合会及び幹事商工会議所主催）
　６，６４０円×２回×経営指導員及び専門経営指導員の設置数
　１０，８６０円×特任経営指導員の設置数

　次の（１）から（３）の合計額

指導用車両購入費
一台当たり１，２６０，０００円

特別調査研究費
８，５００円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数×設置月数

経費区分 補　助　算　定　基　準
補助
区分

広報用車両購入費
一台当たり２，７３０，０００円

事　務　費

　
熊
本
県
商
工
会
連
合
会
に
対
す
る
補
助

指導事業
費

旅　　費

補助事業
の 区 分

　次の（１）から（５）の合計額

指導事務費
４０，６２０円×商工会指導員
３９，７００円×広域経営指導員の設置数
２７，６４０円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数
２３，４２０円×経営支援員の設置数
１０１，５６０円×特任経営指導員の設置数

調査研究費
２，２００円×商工会指導員及び広域経営指導員の設置数
１０７，９００円×専門経営指導員の設置数
１０５，８００円×特任経営指導員の設置数
５３，７６０円×経営指導員の設置数

業種別・専門分野講習会等開催費
１０４，０００円×専門経営指導員及び経営指導員の設置数
金融指導事業費
１５４，２４０円
８８，９６０円×経営指導員の設置数

２８２，４００円×経営指導員及び専門経営指導員の設置数

２１４，３００円×経営支援員の設置数

２０９，３００円×経営指導員研修生の設置数

福利環境整備
費

　次の（１）から（４）の合計額

　月額２０，０００円以内×設置数×設置月数
　ただし、法定経営指導員については、月額１０，０００円とする。

記帳指導員等謝金等
２４６，９６０円×知事が別に定める謝金単位数

２９５，８００円×商工会指導員、広域経営指導員及び特任経営指導
員の設置数

　次の（１）から（４）までの合計額

指導事業費 講習会等開催費
６０，５４０円
２０４，０００円×特任経営指導員の設置数

全国連合会が実施する商工会指導員研修会出席旅費、広域指導セン
ター所長会議出席旅費
・商工会指導員等研修会出席旅費
　５３，４００円×参加人数
・広域指導センター所長会議出席旅費
　４８，０００円×参加人数



(１)

(２)

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)

(１)

(２)

(３)

　
熊
本
県
商
工
会
連
合
会
に
対
す
る
補
助

資質向上
対策事業
費

研修指導事業
費

経費区分 補　助　算　定　基　準
補助
区分

補助事業
の 区 分

指導用車両購入費
１，０９７，２５０円×支部設置数

【中小企業診断士養成研修】
　１，７８４，６００円（１，２０５，０００円）×参加人数

　次の（１）及び（２）の額の合計額

　次の（１）から（３）までの合計額

　次の（１）から（５）までの合計額

役職員研修会開催費
知事が別に定める額

県連合会役員セミナー出席旅費
２１，３６０円×知事が別に定める人数

商工会指導員等交流研修事業参加費
４７，１２０円×知事が別に定める人数

コンピューター要員（プログラマー）養成研修出席旅費
知事が別に定める額×参加人数

大学校研修等参加費（うち受講料）
【基礎研修】
　①税務・財務診断（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数
　②経営診断基礎（商業コース）（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数

支部借館料
６１，９２０円×支部設置数×設置月数

経営指導員研
修生費

指導事業
費

支部活動推進
費

【専門研修】
　①東京校分（４日間コース）
　　８０，７００円（２３，０００円）×参加人数
　②東京校分（３日間コース）
　　７６，９００円（２３，０００円）×参加人数
　③関西校分（３日間コース）
　　７０，７００円（２３，０００円）×参加人数
　④広島校分（３日間コース）
　　６０，１６０円（２３，０００円）×参加人数
　⑤直方校分（３日間コース）
　　４５，９８０円（２３，０００円）×参加人数
　⑥人吉校分（３日間コース）
　　３１，５７０円（２３，０００円）×参加人数
　⑦ｗｅｂ校分（全２回（６時間））
　　２２，３００円（１６，０００円）×参加人数
【上級研修】
　①東京校分（５日間コース）
　　８５，５００円（２４，０００円）×参加人数
　②東京校分（３日間コース）
　　７６，９００円（２３，０００円）×参加人数

実習旅費
５，４４０円×６月×経営指導員研修生の設置数

調査研究費
２，７５０円×経営指導員研修生設置数

大学校研修等参加費（うち受講料）
　税務・財務診断（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数
　経営診断基礎（人吉校・２０日間）
　　１１０，３５０円（５８，０００円）×参加人数



資質向上対策
推進事業費

人事交流赴任
旅費

人事交流単身
赴任手当

嘱託専門指導
員謝金

経営・技術強
化支援事業費

販路開拓支援
事業費

商工会等活動
推進支援事業
費

経営発達マー
ケティングソ
フト導入事業
費

小規模事
業施策普
及費

小規模事業施
策普及費

指導施設
建設費

指導施設建設
費等

端末機設置費

電子計算機賃
借料

記帳機械化等
推進事業オペ
レータ設置費

若手後継
者等育成
事業費

青年部・女性
部活動推進費

特別相談事業
費

講習会等出席
及び緊急対策
等事業費

補助
区分

補助事業
の 区 分

経費区分 補　助　算　定　基　準

　
熊
本
県
商
工
会
連
合
会
に
対
す
る
補
助

資質向上
対策事業
費

　７８８，０００円

　知事が別に定める額

　１８０，０００円×嘱託専門経営指導員の設置月数
　（知事が別に定める額）

　知事が別に定める額

経営安定
特別相談
事業費

　２，８５０，０００円

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

情報ネッ
トワーク
化等推進
事業費

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

　知事が別に定める額

経営指導
推進費

　７８，７５０，０００円

　５００，０００円以内（一商工会等当たり）



【要項別記様式における記入上の注意】 

 

・別記第２号様式、別記第２号の２様式（第５条関係） 

 １．商工会等又は県連合会に対する補助事業計画 

・別記第３号様式、別記第３号の２様式（第５条、第１３条関係） 

 補助対象職員設置調書 

・別記第７号様式、別記第７号の２様式（第７条関係） 

 １．商工会等又は県連合会に対する補助事業変更計画 

・別記第１８号様式、別記第１８号の２様式（第１３条関係） 

 １．商工会等又は県連合会に対する補助事業計画 

 

等における「補助事業に要する経費」欄には、補助対象経費のみを

記載すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 

別 記 様 式 



別記第１号様式（第５条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補

助金交付申請書 

    年度において、下記のとおり小規模事業者に対する指導事業を実施したいので、

熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金 金        

円（補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金額）を交付される

よう熊本県補助金等交付規則第３条及び熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策

推進事業費補助金交付要項第５条の規定により関係書類を添えて申請します。 

記 

１ 事業の目的 

２ 事業の内容及び経費の配分 

３ 交付を受けようとする補助金等の額及び補助金の額の算出基礎 

 

 

添付書類 

（１）補助事業計画書 

（２）補助対象職員設置調書 

（３）収支予算書 

 

 

 

 

 

 

 



別記第２号様式（第５条関係） 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

円 円

１　商工会 0 人

     ①経営指導員 人

     ②経営支援員 人

２　商工会議所 0 人

     ①専門経営指導員 人

     ②経営指導員 人

     ③経営支援員 人

３　県連合会 0 人

     ①商工会指導員 人

     ②広域経営指導員 人

     ③専門経営指導員 人

     ④経営指導員 人

     ⑤経営支援員 人

     ⑥経営指導員研修生 人

旅        費

 １　経営指導員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

 ２　経営支援員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

事   務   費 １　商工会 0 人

人

人

２　商工会議所 0 人

人

人

人

指導事業費計 0 0

小計 0 0

支部借館料   カ所

支部活動推進費

指導用車両購入費   台

商工会等職員経営指
導推進費

  人

記帳指導職員指導手当   延人

小計 0 0

記帳指導員謝金   延人

講習会等開催費   回

指導事業費

金融指導事業費   延件数

福利環境整備費 　延人月

広報用車両購入費 　台

小計 0 0

指導用車両購入費 　台
　　③経営支援員（再雇用者を除く）

経営支援特別対策事務費 　件
　　①専門経営指導員（再雇用者を除く）

　　②経営指導員（再雇用者を除く）

　　①経営指導員（再雇用者を除く）

　　②経営支援員（再雇用者を除く）

特別調査研究費 　延人月

指導事務費

調査研究費 　人

広域指導ｾﾝﾀｰ所長会議
出席旅費

　人

小計 0 0

商工会議所基礎研修会出
席旅費

　延人

商工会指導員等研修会出
席旅費

　人

経営指導員等交流研修事
業参加旅費

　延人

商工会等役職員研修出席
旅費

　延人

（2）指導事業費

研修会出席旅費 　延人

人件費計 0 0

指  導  旅  費 　延人

福利厚生費 　人

超過勤務手当 　延人月

住居手当 　延人月

寒冷地手当   延人月

期末手当 　人

特地勤務手当 　延人月

通勤手当 　延人月

　延人月

小計 0 0

（1）補助対象職員
の設置費

俸給 　延人月

扶養手当

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　　数　　等
補助事業に
要する経費

補助金
申請額

備　　　考

　設　置　人　員



別記第２号様式（第５条関係） 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

商工会議所主催 0 回 県連合会主催 0 回

 役員 回  役員 回

 基本能力 回  基本能力 回

 業務分担 回  業務分担 回

 専門スタッフ 回  専門スタッフ 回

  開催 商工会議所主催 回 参加 人

  参加 県連合会主催 回 参加 人

  カ所

  人日

  カ所

　人日

  種類  パンフレット 種類

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ  ポスター 種類

  カ所

 県連合会ﾆｭｰｽ

  回

  カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

 〔総合指導施設〕

 〔県連合会施設〕

計 0 0

 〔指導施設〕
（6）指導施設建設
費

指導施設建設費等

 〔研修センター併設〕

 〔研修センター増設〕

 〔展示等施設併設〕

 〔展示等施設増設〕

計 0 0

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ,ﾎﾟｽﾀｰ作成費
（5）小規模事業施
策普及費

小規模事業施策普及
費

県連ﾆｭｰｽ作成・発行

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成

計 0 0

経営発達ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｿﾌﾄ
導入事業費

　種類

商工会等活動推進支
援事業費

　カ所

指導用軽車両購入費   台

経営･技術強化支援事
業費

販路開拓支援事業費

（4）経営指導推進
費

嘱託専門指導員謝金   人

専門相談指導費   人

計 0 0

人事交流単身赴任手
当

　人

人事交流赴任旅費   人

資質向上対策推進事
業費

　回

小計 0 0

経営指導員研修生費   人

商工会指導員等交流研修
事業参加費

  人

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ要員 （ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾏｰ)養成研修会出席旅費

  人

経営指導員等技術研修会
費

県連合会役員ｾﾐﾅｰ出席
旅費

  人

海外研修事業参加費   人

大学校研修等参加費   人
（3）資質向上対策
事業費

研修指導事業費

役職員研修会開催費   回

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　　数　　等
補助事業に
要する経費

補助金
申請額

備　　　考



別記第２号様式（第５条関係） 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

 中      型 台

 小      型 台

  カ所

  延人月

（ｵﾍﾟﾚｰﾀ）

青年部

　　講習会等 回 人

  カ所 　　研修会 回 人

　　交流会 回 人

テーマ

　　講習会等 回 人

　　研修会 回 人

　　交流会 回 人

テーマ

青年部

    講習会等 回 人

  カ所     研修会 回 人

    交流会 回 人

テーマ

女性部

    講習会等 回 人

    研修会 回 人

    交流会 回 人

テーマ

全国大会参加者数

人

事業費小計
（2）～（10）

0 0

 合計 0 0

計 0 0

(10)経営安定特別
相談事業費 講習会等出席及び緊急

対策等事業費
  カ所

特別相談事業費   カ所

 県連合会

商工会青年部全国大会熊
本大会開催費

    活動推進事業　　　

    活動推進事業　　　

計 0

青年部・女性部活動推進
費

0

（9）若手後継者等
育成事業費

青年部・女性部活動推
進費

 商工会議所

　　活動推進事業

女性会

　　活動推進事業

0

（8）指導環境推進
費

指導環境推進費 （事務
局長設置費）

  延月数

記帳機械化等推進事
業ｵﾍﾟﾚｰﾀ設置費

計 0

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　　数　　等
補助事業に
要する経費

補助金
申請額

備　　　考

（7）情報ﾈｯﾄﾜｰｸ
化等推進事業費 電子計算機賃借料   延月数

端末機設置費   台



別記第２号の２様式（第５条関係） 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画 商工会等名（ )

円 円

 １　商工会議所 0 人

　　 特任経営指導員 人

 ２　県連合会 0 人

　　 特任経営指導員 人

旅        費

 １　商工会議所主催 人

 ２　県連合会主催 人

事   務   費

 合計 0 0

指導事業費計 0 0

商工会等職員経営指導推進費

小計 0 0

福利環境整備費

　人

延人月

指導事業費

調査研究費   人

（2）指導事業費

研修会出席旅費 　延人

人件費計 0 0

指  導  旅  費 　延人

超過勤務手当 延人月

福利厚生費   人

（1）補助対象職員の設
置費

小計 0 0

通勤手当 延人月

俸給 延人月

扶養手当 延人月

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　　数　　等
補助事業に
要する経費

補助金
申請額

備　　　考

　設　置　人　員

住居手当 延人月

特地勤務手当 延人月

期末手当   人

延人月寒冷地手当

　回

小計 0 0

指導事務費

講習会等開催費



別記第３号様式（第５条、第１３条関係）

補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （１／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）            ）

俸    給    及    び    扶    養   手   当

等級 俸          給 扶 養 手 当 小          計

氏  名 設  置 設置 ／ 俸給月額 補助月額 補助事業に 補助金の額 補助事業に 補助事業に 補助金の額

年月日 月数 号俸 要する経費 うち特別 除く特別 除く特別 要する経費 補助金の額 要する経費 うち特別 除く特別 除く特別

支給総額 調査研究費 調査研究費 調査研究費 支給総額 調査研究費 調査研究費 調査研究費

指 導 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経 営 支 援 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※俸給月額、補助月額及び特別調査研究費については、「補助対象職員の俸給等に関する補助金の額の算定要領」第３条に基づき、直近に改正した基準表によるものとする。



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （２／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）

通 勤 手 当 特地勤務手当 住居手当

氏  名 補助事業に 補助事業に 補助事業に

要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額

指 導 員 計 0 0 0 0 0 0

経 営 支 援 員 計 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （３／４）
商工会等名（　　　　　　　　　　）

期  末  手  当

通    常    分 加    算    分 小        計

氏  名 補助事業に 補助金の額 補助事業に 補助事業に 補助金の額

要する経費 うち特別調査除く特別調査(除く特別調査要する経費 補助金の額 要する経費 うち特別調査 除く特別調査 (除く特別調査

(支給総額)研   究   費研   究   費研究費) (支給総額)研   究   費研   究   費研究費)

指 導 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経 営 支 援 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

商工会等識別コード:



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （４／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）

超過勤務手当 福 利 厚 生 費 合       計

氏  名 補助事業に 補助事業に 補助事業に 補助金の額

要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 うち特別 除く特別 除く特別

支給総額 調査研究費 調査研究費 調査研究費

指 導 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0

経 営 支 援 員 計 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0



別記第３号の２様式（第５条、第１３条関係）

補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （１／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）

俸    給    及    び    扶    養   手   当

等級 俸          給 扶 養 手 当 小          計

氏  名 設  置 設置 ／ 俸給月額 補助月額 補助事業に 補助事業に 補助事業に

年月日 月数 号俸 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額

支給総額 支給総額

特任経営指導員計 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0

※俸給月額、補助月額については、「補助対象職員の俸給等に関する補助金の額の算定要領」第３条に基づき、直近に改正した基準表によるものとする。



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （２／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）

通 勤 手 当 特地勤務手当 住居手当

氏  名 補助事業に 補助事業に 補助事業に

要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額

特任経営指導員計 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （３／４）
商工会等名（　　　　　　　　　　）

                         期  末  手  当

通    常    分 加    算    分 小        計

氏  名 補助事業に 補助事業に 補助事業に

要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額

(支給総額) (支給総額)

特任経営指導員計 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0

商工会等識別コード:



補 助 対 象 職 員 設 置 調 書  （４／４）
商工会等識別コード: 商工会等名（　　　　　　　　　　）

超過勤務手当 福 利 厚 生 費      合       計

氏  名 補助事業に 補助事業に 補助事業に

要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額 要する経費 補助金の額

支給総額

特任経営指導員計 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0 0



増 減

増 減

計

２　支出の部

区分 予 算 額 前年度予算額
比較

備考

計

区分 予 算 額 前年度予算額
比較

備考

１　収入の部

別記第４号様式（第５条関係）

収支予算書



別記第５号様式（第６条関係） 

                              番     号 

                                                   年  月   日 

 

 (申請者の氏名） 様 

 

                                      熊本県知事        印 

 

   年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金交付決定通知書 

    年 月 日付け    第   号にて申請のありました   年度熊本県

小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金の交付申請については、

熊本県補助金等交付規則第４条の規定により、下記の条件を付して金       

円を交付することに決定しましたので、同規則第６条の規定により通知します。 

記 

補助の条件 

１ 補助事業に要する経費の配分及び配分された経費に対応する補助金の額の区分は、

申請書記載のとおりとする。 

２ 補助事業の執行に当たっては、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則

第３４号）及び熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金

交付要項（以下、「要項」という。）に従わなければならない。 

３ 補助金に係る消費税及び消費税相当額については、要項の定めるところにより、

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



別記第６号様式（第７条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

     年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金変更交付申請書 

    年  月  日付け 第   号で交付決定通知のあった    年度熊本

県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金に係る事業を下記のと

おり変更したいので、熊本県補助金等交付規則第７条及び熊本県小規模指導費補助

金・小規模事業対策推進事業費補助金等交付要項第７条の規定により関係書類を添え

て申請します。 

記 

１ 補助金等交付申請額 金       円 

  （うち前回までの申請額  金       円） 

２ 計画変更の理由 

 

 

 

添付書類 

（１）補助事業変更計画書 

（２）補助対象職員設置調書 

（３）収支（更正）予算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第７号様式（第７条関係） 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業変更計画　　 商工会等名（ )

変更前 変更後 変更前 変更後

円 円

１　商工会 0 人

　　 ①経営指導員 人

     ②経営支援員 人

２　商工会議所 0 人

     ①専門経営指導員 人

     ②経営指導員 人

     ③経営支援員 人

３　県連合会 0 人

　　①商工会指導員 人

     ②広域経営指導員 人

     ③専門経営指導員 人

     ④経営指導員 人

     ⑤経営支援員 人

     ⑥経営指導員研修生 人

旅        費

 １　経営指導員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

 ２　経営支援員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

事   務   費 １　商工会 0 人

人

人

２　商工会議所 0 人

人

人

人

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細
員　　数　　等 補助事業に要する経費  補助金申請額

備　　　考
変更前 変更後

（1）補助対象
職員の設置費

俸給 延人月 延人月

扶養手当 延人月 延人月

0 0 0 0

　設　置　人　員

通勤手当 延人月 延人月

小計

期末手当   人   人

特地勤務手当 延人月 延人月

住居手当 延人月 延人月

寒冷地手当 延人月 延人月

福利厚生費   人   人

超過勤務手当 延人月 延人月

人件費計 0 0 0 0

指  導  旅  費   延人   延人
（2）指導事業
費

研修会出席旅費   延人   延人

経営指導員等交流研修事
業参加旅費

  延人   延人

商工会議所基礎研修会出
席旅費

  延人   延人

商工会等役職員研修出席
旅費

  延人   延人

商工会指導員等研修会出
席旅費

  人   人

広域指導ｾﾝﾀｰ所長会議出
席旅費

  人   人

0 0 0

指導事務費

小計 0

　①経営指導員（再雇用者を除く）

　②経営支援員（再雇用者を除く）

特別調査研究費 延人月 延人月

調査研究費   人   人

　①専門経営指導員（再雇用者を除く）

　②経営指導員（再雇用者を除く）

指導用車両購入費   台   台
　③経営支援員（再雇用者を除く）

経営支援特別対策事務
費

　件 　件

0

広報用車両購入費   台   台

延人月

小計 0 0 0

指導事業費

金融指導事業費 延件数 延件数

講習会等開催費   回   回

福利環境整備費 延人月

記帳指導員謝金   延人   延人

0

記帳指導職員指導手当   延人   延人

  人   人

小計 0 0 0

0 0

支部活動推進費

指導用車両購入費   台   台

支部借館料   カ所   カ所

商工会等職員経営
指導推進費

小計 0 0

0指導事業費計 0 0 0



別記第７号様式（第７条関係） 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業変更計画　　 商工会等名（ )

変更前 変更後 変更前 変更後

商工会議所主催 0 回 県連合会主催 0 回

 役員 回  役員 回

 基本能力 回  基本能力 回

 業務分担 回  業務分担 回

 専門スタッフ 回  専門スタッフ 回

開催 開催 商工会議所主催 回 参加 人

参加 参加 県連合会主催 回 参加 人

 カ所  カ所

 人日  人日

 カ所  カ所

 人日  人日

 種類  種類  パンフレット 種類

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ  ポスター 種類

 カ所  カ所

 県連合会ﾆｭｰｽ

  回   回

 カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

建 設 費  カ所  カ所

取 得 費  カ所  カ所

（3）資質向上
対策事業費

研修指導事業費

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細
員　　数　　等 補助事業に要する経費  補助金申請額

備　　　考
変更前 変更後

大学校研修等参加費   人   人

海外研修事業参加費   人   人

役職員研修会開催費   回   回

県連合会役員ｾﾐﾅｰ出席旅
費

  人   人

経営指導員等技術研修
会費

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ要員 （ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ)
養成研修会出席旅費

  人   人

商工会指導員等交流研修
事業参加費

  人   人

小計 0 0 0 0

資質向上対策推進
事業費

　回 　 　回

経営指導員研修生
費

  人   人

人事交流単身赴任
手当

　人 　人

人事交流赴任旅費   人   人

0

専門相談指導費   人   人

計 0 0 0

（4）経営指導
推進費 嘱託専門指導員謝

金
  人

販路開拓支援事業
費

  人

経営･技術強化支
援事業費

指導用軽車両購入
費

  台   台

商工会等活動推進支
援事業費

 カ所  カ所

計 0 0

経営発達ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｿ
ﾌﾄ導入事業費

 種類  種類

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成

0 0

 〔展示等施設増設〕

（5）小規模事
業施策普及費

小規模事業施策普
及費

県連ﾆｭｰｽ作成・発行 県連ﾆｭｰｽ作成・発行

0 0 0 0

 〔指導施設〕

（6）指導施設
建設費

指導施設建設費等

 〔研修センター併設〕

計

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ,ﾎﾟｽﾀｰ作成費

 〔県連合会施設〕

計 0 0 0 0

 〔研修センター増設〕

 〔展示等施設併設〕

 〔総合指導施設〕



別記第７号様式（第７条関係） 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業変更計画　　 商工会等名（ )

変更前 変更後 変更前 変更後

  中      型 台

  小      型 台

 カ所  カ所

延人月 延人月

（ｵﾍﾟﾚｰﾀ） （ｵﾍﾟﾚｰﾀ）

青年部

　講習会等 回 人

 カ所  カ所 　研修会 回 人

　交流会 回 人

テーマ

　講習会等 回 人

　研修会 回 人

　交流会 回 人

テーマ

青年部

  講習会等 回 人

 カ所  カ所   研修会 回 人

  交流会 回 人

テーマ

女性部

  講習会等 回 人

  研修会 回 人

  交流会 回 人

テーマ

全国大会参加者数

人

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細
員　　数　　等 補助事業に要する経費  補助金申請額

備　　　考
変更前 変更後

（7）情報ﾈｯﾄﾜｰ
ｸ化等推進事
業費

電子計算機賃借料 延月数

端末機設置費   台   台

延月数

記帳機械化等推進
事業ｵﾍﾟﾚｰﾀ設置費

計 0 0 0 0

00

（9）若手後継
者等育成事業
費

青年部・女性部活
動推進費

商工会議所 商工会議所

　活動推進事業

女性会

　活動推進事業

（8）指導環境
推進費

指導環境推進費
（事務局長設置費）

延月数 延月数

(10)経営安定
特別相談事業
費

講習会等出席及び
緊急対策等事業費

 カ所  カ所

  活動推進事業

  活動推進事業

計 0 0

県連合会 県連合会

計 0

特別相談事業費  カ所  カ所

0

青年部・女性部活動推
進費

商工会青年部全国大会
熊本大会開催費

 合計 0 0 0

0 0 0

事業費小計
(2)～(10)

0 0 0 0



別記第７号の２様式（第７条関係） 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業変更計画　　 商工会等名（ )

変更前 変更後 変更前 変更後

円 円

 １　商工会議所 0 人

　　 特任経営指導員 人

 ２　県連合会 0 人

　　 特任経営指導員 人

旅        費

 １　商工会議所主催 人

 ２　県連合会主催 人

事   務   費

（2）指導事業費

超過勤務手当

福利厚生費

0 00 0

  人

人件費計

小計

 補助事業
の区分

経 費 区 分
経費区分
の明細

備　　　考

延人月

俸給

通勤手当

（1）補助対象職
員の設置費

延人月

延人月

　設　置　人　員

0

補助事業に要する経費  補助金申請額

期末手当   人

延人月

扶養手当 延人月

員　　数　　等

変更前 変更後

特地勤務手当 延人月

小計 0 00

延人月

延人月

寒冷地手当 延人月

住居手当 延人月

延人月 延人月

  人

0 0

小計

調査研究費 

指導事務費

指  導  旅  費

0

  人

延人

0 00

延人月

延人月

  人

研修会出席旅費 延人

延人月

0

延人月

  人

0

0 0

延人

延人

0

0 00

指導事業費 講習会等開催費   回   回

0

福利環境整備費

 合計 0

商工会等職員経営
指導推進費

  人

指導事業費計

  人



増 減

増 減

計

２　支出の部

区分
予 算 額
（更正）

予算額
（当初）

比較
備考

計

区分
予 算 額
（更正）

予算額
（当初）

比較
備考

別記第８号様式（第７条関係）

収支（更正）予算書

１　収入の部



別記第９号様式（第７条関係） 

                                                   番     号 

                                                      年  月  日 

 

 （申請者の氏名） 様 

 

                                 熊本県知事          印  

 

年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金変更交付決定通知書 

    年  月  日付け 第   号で申請のありました   年度熊本県小規

模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金に係る事業の計画変更につい

ては、熊本県補助金等交付規則第７条第２項の規定により承認し、熊本県小規模指導

費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金を金      円（うち前回までの交

付決定額 金      円）に変更することに決定しましたので、同条第３項の規

定より準用する同規則第６条の規定により通知します。 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１０号様式（第７条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 （申請者の氏名） 様 

 

                                 熊本県知事          印  

 

           年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補

助金に係る計画変更承認通知書 

    年  月  日付け 第   号で申請のありました   年度熊本県小規

模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金に係る事業の計画変更につい

ては、熊本県補助金等交付規則第７条第２項の規定により承認しましたので、同条第

３項の規定より準用する同規則第６条の規定により通知します。 

  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１１号様式（第９条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金に係る補助事業遂行状況報告書 

    年  月  日付け 第   号で交付決定通知のあった   年度熊本県

小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金に係る事業の遂行につい

ては、熊本県補助金等交付規則第１１条及び熊本県小規模事業指導費補助金・小規模

事業対策推進事業費補助金交付要項第９条の規定により、別添のとおり報告します。 

 

 

添付書類 

 補助事業遂行状況報告書 

  

  



補助事業遂行状況報告書（第９条関係）

［小規模事業指導費補助金］ ）

１　商工会等又は県商工会連合会（特任経営指導員を除く） ）

（１） 設置人員

1 商工会 0 人 0 人 0 月

① 経営指導員 人 人 月

② 経営支援員 人 人 月

2 商工会議所 0 人 0 人 0 月

① 専門経営指導員 人 人 月

② 経営指導員 人 人 月

③ 経営支援員 人 人 月

3 県連合会 0 0 0

① 商工会指導員 人 人 月

② 広域経営指導員 人 人 月

③ 専門経営指導員 人 人 月

④ 経営指導員 人 人 月

⑤ 経営支援員 人 人 月

⑥ 経営指導員研修生 人 人 月

（２） 旅費 研修会出席旅費

1 経営指導員

① 商工会議所主催 人 人

② 県連合会主催 人 人

2 経営支援員

① 商工会議所主催 人 人

② 県連合会主催 人 人

事務費 特別調査研究費

1 商工会 0 人 0 月

① 経営指導員（再雇用者を除く） 人 月

② 経営支援員（再雇用者を除く） 人 月

2 商工会議所 0 人 0 月

① 専門経営指導員（再雇用者を除く） 人 月

② 経営指導員（再雇用者を除く） 人 月

③ 経営支援員（再雇用者を除く） 人 月

経営支援特別対策事務費

件 件

指導用車両購入費

台 台

広報用車両購入費

台 台

福利環境整備費

指導事業費 講習会等開催費

1 商工会 回

2 商工会議所 回

3 県連合会 回

記帳指導員等謝金等

記帳指導員謝金 人 人

記帳指導職員指導手当 人 人

1 商工会 人 人

2 商工会議所 人 人

3 県連合会 人 人

商工会等コード（

商 工 会 等 名 （

開催

県配分 設置

補助事業の区分 経費区分 人　　　　　　数　　　　　　等

補助対象職員の設置
費

県配分 設置 延月数

県配分 支援数

県配分 設置

県配分 設置

指導事業費 県配分 出席

設置 延月数

商工会等職員経営指
導推進費

県配分 設置



（２） 支部活動推進費 支部借館料

1 商工会議所 カ所 カ所

2 県連合会 カ所 カ所

指導用車両購入費

県連合会 台 台

（３） 大学校研修等参加費

1 商工会 人 人

2 商工会議所 人 人

3 県連合会 人 人

役職員研修会開催費

1 商工会議所主催 回 回

2 県連合会主催 回 回

海外研修事業参加費

商工会議所 人 人

経営指導員等技術研修会費

1 商工会議所主催 人 人

2 県連合会主催 人 人

県連合会役員セミナー出席旅費

県連合会 人 人

商工会指導員等交流研修事業参加費

人 人

人 人

1 商工会議所 回

2 県連合会 回

県連合会 人 人

県連合会 人 人

（４）

人 人

1 商工会議所 人 人

2 県連合会 人 人

1 商工会議所 カ所 人日

2 県連合会 カ所 人日

1 商工会議所 カ所

2 県連合会 カ所

1 商工会 台 台

2 商工会議所 台 台

1 商工会議所 種類

2 県連合会 種類

経営発達マーケティン
グソフト導入事業費

設置

販路開拓支援事業費 実施数

商工会等活動推進支
援事業費

指導用軽車両購入費 県配分 設置

嘱託専門指導員謝金 県配分 設置

経営・技術強化支援
事業費

実施数

人事交流単身赴任手
当

県配分 設置

経営指導推進費 専門相談指導費 県配分 設置

経営指導員研修生費

資質向上対策推進事
業費

開催

人事交流赴任旅費 県配分 設置

県配分 参加

県配分 参加

コンピューター要員（プログラマー）養成
研修出席旅費

県配分 参加

県配分 開催

県配分 参加

県配分 参加

指導事業費 県配分 設置

県配分 設置

資質向上対策事業費 研修指導事業費 県配分 参加

経費区分 人　　　　　　数　　　　　　等補助事業の区分



（５）

パンフレット 種類

ポスター 種類

ホームページ カ所

県連ニュース作成・発行 回

ホームページ作成 カ所

（６）

① 指導施設 カ所 カ所

② 研修センター併設 カ所 カ所

③ 研修センター増設 カ所 カ所

④ 展示施設等併設 カ所 カ所

⑤ 展示施設等増設 カ所 カ所

⑥ 総合指導施設 カ所 カ所

⑦ 県連合会施設 カ所 カ所

（７） 端末機設置費 端末機

1 商工会 台 台

2 商工会議所 台 台

1 商工会議所

① 中型 台 台

② 小型 台 台

2 県連合会

① 中型 台 台

② 小型 台 台

オペレータ カ所 月 カ所 月

（８） 事務局長

商工会 カ所 カ所 月

商工会議所 カ所 カ所 月

（９） 1 商工会議所

① 青年部

講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会 回 人

活動推進事業 テーマ

② 女性会

講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会 回 人

活動推進事業 テーマ

2 県連合会

① 青年部

講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会 回 人

活動推進事業 テーマ

② 女性部

講習会等 回 人

研修会 回 人

交流会 回 人

活動推進事業 テーマ

1 県連合会

① 青年部

全国大会熊本大会 人

（10）

1 商工会議所 カ所 カ所

2 県連合会 カ所 カ所

1 商工会議所 カ所 カ所

2 県連合会 カ所 カ所

講習会等出席及び緊
急対策等事業費

県配分 実施数

若手後継者等育成事
業費

青年部・女性部活動
推進費

実施数

経営安定特別相談事
業費

特別相談事業費 県配分 実施数

県配分 設置

記帳機械化等推進事
業オペレータ設置費

県配分 設置数

指導環境推進費 指導環境推進費 県配分 設置 延月数

情報ネットワーク化等
推進事業費

県配分 設置

電子計算機賃借料 県配分 設置

小規模事業施策普及
費

小規模事業施策普及
費

実施数

指導施設建設費 指導施設建設費等 県配分 建設等

補助事業の区分 経費区分 人　　　　　　数　　　　　　等

商工会青年部全国大
会熊本大会開催費



補助事業遂行状況報告書（第９条関係）

［小規模事業指導費補助金］ ）

２　商工会等又は県商工会連合会（特任経営指導員） ）

（１） 設置人員

1 商工会議所 0 人 0 月

特任経営指導員 人 月

2 県連合会 0 人 0 月

特任経営指導員 人 月

（２） 指導事業費 旅費 研修会出席旅費

① 商工会議所主催 人 人

② 県連合会主催 人 人

事務費

福利環境整備費

商工会等コード（

商 工 会 等 名 （

商工会等職員経営指
導推進費

県配分 出席

補助事業の区分 人　　　　　　数　　　　　　等

補助対象職員の設置
費

設置 延月数

経費区分



別記第１２号様式（第１０条関係） 

                                                   番     号 

                                                    年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書 

    年  月  日付け 第   号で交付決定通知のあった補助事業は、下記

のとおり中止（廃止）したいので、承認を申請します。 

記 

１ 中止（廃止）の理由 

 

 

２ 補助事業の中止（廃止）の期間（廃止の時期） 

 

 

 

 



別記第１３号様式（第１０条関係） 

                                                   番     号 

                                                    年  月  日 

 

 （申請者の氏名） 様 

 

                                   熊本県知事       印  

 

年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認通知書 

    年  月  日付け 第   号で申請のありました  年度熊本県小規模

事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金に係る補助事業の中止（廃止）

については、同補助金交付要項第１０条第２項の規定により下記の条件を付して承認

しましたので通知します。 

                   記 

 

 



別記第１４号様式（第１１条関係） 

                                                  番     号 

                                                   年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

補助対象職員変更承認申請書 

 補助対象職員を下記のとおり変更したいので、承認を申請します。 

記 

１ 変更する補助対象職員の種別 

 

２ 変更者氏名 

（１）変更前 

（２）変更後 

３ 変更年月日 

（１）変更（満了）年月日 

（２）変更（新任）年月日 

４ 変更の理由 

 

 

 

添付書類 

（１）新任者の履歴書 

（２）新任者の最終学歴卒業証明書（新たに補助対象職員となる者又は経営支援員か

ら経営指導員に職種変更する者に限る。） 

（３）新旧職員の人件費調書 

 

 

 



別記第１５号様式（第１１条関係） 

                                                  番     号 

                                                   年  月  日 

 

 （申請者の氏名） 様 

 

                                   熊本県知事        印  

 

補助対象職員変更承認通知書 

    年  月  日付け 第   号で申請のありました補助対象職員の変更に

ついては、熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金交付要

項第１１条第２項の規定により承認しましたので通知します。 

記 

１ 変更する補助対象職員の種別 

 

２ 変更者氏名 

（１）変更前 

（２）変更後 

 

３ 変更年月日 

（１）変更（満了）年月日 

（２）変更（新任）年月日 

 

 

 

  

 

 

 

 

 



別記第１６号様式（第１２条関係） 

                                                  番     号 

                                                  年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

補助対象職員長期欠勤届 

 経営指導員（商工会指導員、専門経営指導員、広域経営指導員、特任経営指導員、

経営支援員）（氏名）は、下記のとおり３月を越えて欠勤することとなったので報告

します。 

                 記 

１ 理由 

 

２ 欠勤開始日 

 

３ 出勤予定日 

 

４ その他必要な事項 

 （備考）診断書等の証明書を添付してください。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１７号様式（第１３条関係） 

                                                    番     号 

                                                      年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

            年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進 

     事業費補助金実績報告書 

   年  月  日付け  第  号の交付決定通知に基づき上記補助事業を実施

したので、熊本県補助金等交付規則第１３条及び小規模事業指導費補助金・小規模事

業対策推進事業費補助金交付要項第１３条の規定により関係書類を添えてその実績を

報告します。 

 

 

添付書類 

（１）熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金支払明細書 

（２）補助対象職員設置調書 

（３）事業実績書 

（４）収支精算書 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 



別記第１８号様式（第１３条関係）小規模事業指導費補助金支払明細書 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

円 円

１　商工会 0 人

     ①経営指導員 人

     ②経営支援員 人

２　商工会議所 0 人

     ①専門経営指導員 人

     ②経営指導員 人

     ③経営支援員 人

３　県連合会 0 人

     ①商工会指導員 人

     ②広域経営指導員 人

     ③専門経営指導員 人

     ④経営指導員 人

     ⑤経営支援員 人

     ⑥経営指導員研修生 人

旅        費

 １　経営指導員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

 ２　経営支援員

　　①商工会議所主催 延人

　　②県連合会主催 延人

事   務   費 １　商工会 0 人

人

人

２　商工会議所 0 人

人

人

人

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　数　等
補助事業に要

した経費
補助金交付

決定額
補助金
の額

備　　　考

　設　置　人　員

（1）補助対象職員
の設置費

俸給 延人月

扶養手当

小計 0 0 0

延人月

特地勤務手当 延人月

通勤手当 延人月

寒冷地手当 延人月

期末手当   人

超過勤務手当 延人月

住居手当 延人月

人件費計 0 0 0

福利厚生費   人

経営指導員等交流研修事
業参加旅費

  延人

（2）指導事業費

研修会出席旅費   延人

指  導  旅  費   延人

商工会議所基礎研修会出
席旅費

  延人

商工会等役職員研修出席
旅費

  延人

広域指導ｾﾝﾀｰ所長会議出
席旅費

  人

商工会指導員等研修会出
席旅費

  人

指導事務費

小計 0 0 0

　　①経営指導員（再雇用者を除く）

　　②経営支援員（再雇用者を除く）

特別調査研究費 延人月

調査研究費   人

　　①専門経営指導員（再雇用者を除く）

　　②経営指導員（再雇用者を除く）

指導用車両購入費   台
　　③経営支援員（再雇用者を除く）

経営支援特別対策事務費 　件

小計 0 0 0

広報用車両購入費   台

講習会等開催費   回

福利環境整備費 延人月

記帳指導員謝金   延人

指導事業費

金融指導事業費 延件数

小計 0 0 0

記帳指導職員指導手当   延人

支部借館料  カ所

商工会等職員経営指
導推進費

  人

小計 0 0 0

支部活動推進費

指導用車両購入費   台

0指導事業費計 0 0



別記第１８号様式（第１３条関係）小規模事業指導費補助金支払明細書 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

研修指導事業費

商工会議所主催 0 回 県連合会主催 0 回

　役員 回 　役員 回

　基本能力 回 　基本能力 回

　業務分担 回 　業務分担 回

　専門スタッフ 回 　専門スタッフ 回

 開催 商工会議所主催 回 参加 人

 参加 県連合会主催 回 参加 人

 カ所

 人日

 カ所

 人日

  種類  パンフレット 種類

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ  ポスター 種類

  カ所

 県連合会ﾆｭｰｽ

  回

  カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

建 設 費   カ所

取 得 費   カ所

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　数　等
補助事業に要

した経費
補助金交付

決定額
補助金
の額

備　　　考

海外研修事業参加費   人

（3）資質向上対策
事業費

役職員研修会開催費   回

大学校研修等参加費   人

商工会指導員等交流研修
事業参加費

  人

経営指導員等技術研修会
費

県連合会役員ｾﾐﾅｰ出席旅
費

  人

小計 0 0 0

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ要員 （ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏｰ)
養成研修会出席旅費

  人

資質向上対策推進事
業費

　回

経営指導員研修生費   人

人事交流単身赴任手
当

　人

人事交流赴任旅費   人

（4）経営指導推進
費

嘱託専門指導員謝金   人

0

専門相談指導費   人

計 0 0

販路開拓支援事業費

商工会等活動推進支援
事業費

 カ所

経営･技術強化支援
事業費

経営発達ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｿﾌﾄ
導入事業費

 種類

指導用軽車両購入費   台

0

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ,ﾎﾟｽﾀｰ作成費
（5）小規模事業施
策普及費

小規模事業施策普及
費

計 0 0

0 0

 〔指導施設〕
（6）指導施設建設
費

指導施設建設費等

 〔研修センター併設〕

県連ﾆｭｰｽ作成・発行

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成

計 0

 〔研修センター増設〕

 〔展示等施設併設〕

 〔展示等施設増設〕

 〔総合指導施設〕

 〔県連合会施設〕

計 0 0 0



別記第１８号様式（第１３条関係）小規模事業指導費補助金支払明細書 商工会等コード（ 0000 ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

  中      型 台

  小      型 台

  カ所

  延人月

（ｵﾍﾟﾚｰﾀ）

青年部

　　講習会等 回 人

  カ所 　　研修会 回 人

　　交流会 回 人

　　活動推進事業 テーマ

　　講習会等 回 人

　　研修会 回 人

　　交流会 回 人

テーマ

青年部

    講習会等 回 人

  カ所     研修会 回 人

    交流会 回 人

テーマ

女性部

    講習会等 回 人

    研修会 回 人

    交流会 回 人

テーマ

全国大会参加者数

人

0

 補助事業
の区分

経 費 区 分 経費区分の明細 員　数　等
補助事業に要

した経費
補助金交付

決定額
補助金
の額

備　　　考

（7）情報ﾈｯﾄﾜｰｸ化
等推進事業費 電子計算機賃借料   延月数

端末機設置費   台

記帳機械化等推進事
業ｵﾍﾟﾚｰﾀ設置費

計 0 0 0

（8）指導環境推進
費

指導環境推進費 （事
務局長設置費）

  延月数

女性会

　　活動推進事業

県連合会

    活動推進事業　　　

    活動推進事業　　　

商工会議所

 合計 0 0 0

計 0 0 0

(10)経営安定特別
相談事業費 講習会等出席及び緊

急対策等事業費
  カ所

特別相談事業費

青年部・女性部活動推進費

商工会青年部全国大会熊
本大会開催費

事業費小計
（2）～（10）

0 0 0

0

  カ所

計 0 0

（9）若手後継者等
育成事業費

青年部・女性部活動
推進費



別記第１８号の２様式（第１３条関係）小規模事業指導費補助金支払明細書 商工会等コード（ ）

商工会等又は県連合会に対する補助事業計画　　 商工会等名（ )

円 円

 １　商工会議所 0人

 　　特任経営指導員 人

 ２　県連合会 0人

　　 特任経営指導員 人

旅        費

 １　商工会議所主催 人

 ２　県連合会主催 人

事   務   費

指導事業費 講習会等開催費   回

福利環境整備費

 合計 0 00

0指導事業費計 0 0

商工会等職員経営指導
推進費

  人

延人月

小計 0 00

調査研究費   人

小計 0 0

指導事務費

0

研修会出席旅費   延人

0

（2）指導事業費

指  導  旅  費   延人

  人

超過勤務手当 延人月

福利厚生費

延人月

寒冷地手当 延人月

延人月

（1）補助対象職員の
設置費

俸給

扶養手当

特地勤務手当

期末手当   人

通勤手当 延人月

0 0

　設　置　人　員

延人月

延人月

0

補助金交付
決定額

 補助事業
の区分

経 費 区 分
経費区分
の明細

員　数　等
補助事業に
要した経費

人件費計

住居手当

0

備　　　考

0

補助金
の額

小計



別紙１
都道府県商工会連合会指導事業の実績
都道府県名　　
商工会指導事業実績

県 共 催 単 独 催 県外共催 計 役 員 職 員 合 同 計 経改事業 商工会事業 調査研究 計

42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 64
140100 0 0 0

経営指導員 計 商工会数 延べ回数
41 44 47 50

140200 0

回数 参加数
46 48 54

140300
延回数 延人数

32 38 43
070000

回数 人数 回数 人数 回数 人数 件数 人数 件数 人数
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83
080100
080200

商工会数 延べ回数
32 38 43
090000

対象企業数 専門分野 業種別 地域振興 環境対策 その他 計
38 43 47 55 59 63 67 71

回数 120601 0
人数 120602 0
回数 130601 0
人数 130602 0

講習会等の開催
による指導件数

中心市街地活性化

集団
指導
集団
指導

32
51

計

計

32

指導資料作成 パソコン貸出

32

経営指導員研修会
商  工  会
現 地 指 導
件　　　 数

38

商工会
38

青年部・女性部
活 動 推 進 事 業

32 41

講習会等

記帳機械化システム推進
記帳機械化
参加事業者数

研修会

連絡会議

52

ポスター作成枚数巡回指導ブロック別指導

57

その他地域振興

役職員講習会日数 研究会等開催件数

交流会

青　年　部
女　性　部

合併・広域連携の指導

講師等斡旋

38

青年部・女性部の指導



別記 第１９号様式（第１３条関係）

（１）商工会の行う経営改善普及事業の実績
単会実施分・広域連携実施分 商工会等名（ ）

32 38
010100

対象企業数 経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101 0
010102 0
010103 0
010104 0
010105 0
010106 0
010107 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
010201 0
010202 0
010203 0
010204 0
010205 0
010206 0
010207 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
010301 0
010401 0
010501 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
32 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88

回数 0
人数 0
回数 0
人数 0

斡旋件数 貸付件数
32 38 43

日本 040101
政策 040102
金融 040103
公庫 040104

040105 0 0
040201
040202
040203
040204
040205 0 0
040300 0 0

経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

経営指導員設置延月数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

集団指導 計

個別指導 計

金
融
の
斡
旋

マ ル 経 資 金

新 創 業 融 資

そ
の
他

県 融 資 制 度

商 工 貯 蓄 共 済

計

市 町 村 制 度 融 資

講習会等の
開催による
指導件数

合計

計

そ の 他 金 融 機 関

環 境 改 善 資 金 等

斡旋総額（千円） 貸付総額（千円）
48 57

一 般 ・ 特 別

0 0
0 0

0 0

事 業 実 績 報 告 書



事業所数 従業員数
32 38 45
050100

小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 その他
32 38 45 52 59 66
050200

配分人数 員　数 雇用延日数 指導延回数 対象事業者数 うち機械化数

32 38 43 48 55 62 69
060100
060200
060300

指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 事業継続力 経営発達
070100

(注)
　

小規模事業者支援法
に伴う支援

経営支援
プログラム策定件数

農商工連携

指導 指 導 手 当

経営革新支援 新連携支援

５．単会実施分及び広域連携実施分の別を記載し、それぞれ別様で集計すること。

１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。従って数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても１企業とカウントする。
２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度受けているような実態がある場合、全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　経営一般欄については、他の項目に該当しない経営に対する指導回数を記載すること。
　　経営革新欄、情報化欄については、経営一般欄を除く他の項目と重複してカウントして差し支えないものとする。

　　小規模事業者支援法に伴う支援については、法定経営指導員における事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画の支援数を記入すること。

３．各種共済加入者については、その保有数を記入のこと。
４．法律認定企業等については、法律認定を目標とした企業に対する指導回数を記載すること。また、その指導の結果の認定企業数を記載すること。
　　経営支援プログラム策定件数については、当該年度に着手した件数を記載すること。

謝 金

法 律 認 定 企 業 等

中小企業等経営力強化法 地域資源活用
プログラム

事
務
の
代
行

社 会 保 険 等

各 種 共 済 加 入 者 数

記帳
継続 経 営 支 援 員



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（２）商工会議所の行う経営改善普及事業の実績
商工会等名（ ）

32 38
010100

対象企業数 経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
講習会等 32 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
の開催に 回数
よる指導 人数
件数 回数

人数
斡旋件数 貸付件数

32 38 43
日本 040101
政策 040102
金融 040103
公庫 040104

040105
040201
040202
040203
040204
040205
040300

事業所数 従業員数
32 38 45
050100

小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 その他
32 38 45 52 59 66
050200

配分人数 員　数 雇用延日数 指導延回数 対象事業者数 うち機械化数
32 38 43 48 55 62 69
060100
060200
060300

指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 事業継続力 経営発達
070100

事 業 実 績 報 告 書

小規模事業者支援法
に伴う支援

経営支援プログラム
策定件数

継続 経 営 支 援 員
指導

農商工連携
経営革新支援 新連携支援

事
務
の
代
行

社 会 保 険 等

各 種 共 済 加 入 者 数

記帳

指 導 手 当
謝 金

法 律 認 定 企 業 等

中小企業等経営力強化法
地域資源活用プログラム

合計

そ の 他 金 融 機 関

市 町 村 制 度 融 資

計

環 境 改 善 資 金 等

斡旋総額（千円） 貸付総額（千円）
48 57

一 般 ・ 特 別

集団指導 計

個別指導 計

金
融
の
斡
旋

マ ル 経 資 金

新 創 業 融 資

そ
の
他

県 融 資 制 度

商 工 貯 蓄 共 済

計

サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

経営指導員設置延月数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業



(注)
　

４．法律認定企業等については、法律認定を目標とした企業に対する指導回数を記載すること。また、その指導の結果の認定企業数を記載すること。
　　経営支援プログラム策定件数については、当該年度に着手した件数を記載すること。
　　小規模事業者支援法に伴う支援については、法定経営指導員における事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画の支援数を記入すること。
５．単会実施分及び広域連携実施分の別を記載し、それぞれ別様で集計すること。

１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。従って数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても１企業とカウントする。
２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度受けているような実態がある場合、全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　経営一般欄については、他の項目に該当しない経営に対する指導回数を記載すること。
　　経営革新欄、情報化欄については、経営一般欄を除く他の項目と重複してカウントして差し支えないものとする。
３．各種共済加入者については、その保有数を記入のこと。



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（３）専門指導センターの指導実績
指導センター名（ )

32 38
010100

010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

講習会等
の開催に 回数
よる指導 人数
件数 回数

人数

計

計

集団指導

個別指導

建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

事 業 実 績 報 告 書

専
門
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

創業
指導

計

経営指導員設置延月数

窓
口
指
導

巡
回
指
導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

環境対策 労　働

計
製 造 業

対象企業数 専門分野 業種別 その他 計

対象企業数 専門分野 業種別
中心市街地
活性化

地域振興 環境対策 労　働 その他 計

中心市街地
活性化

地域振興



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（4）都道府県商工会連合会の行う経営改善普及事業の実績

32 38
010100

対象企業数 経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

経営革新 経営一般 情報化 金　融 税　務 労　働 取 引 環境対策 その他 計
講習会等 32 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
の開催に 回数
よる指導 人数
件数 回数

人数
斡旋件数 貸付件数

32 38 43
日本 040101
政策 040102
金融 040103
公庫 040104

040105
040201
040202
040203
040204
040205
040300

事業所数 従業員数
32 38 45
050100

小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 その他
32 38 45 52 59 66
050200

配分人数 員　数 雇用延日数 指導延回数 対象事業者数 うち機械化数
32 38 43 48 55 62 69
060100
060200
060300

事 業 実 績 報 告 書

謝 金

社 会 保 険 等

各 種 共 済 加 入 者 数

指 導 手 当

継続

事
務
の
代
行

指導

記帳

創業
指導

計

合計

記 帳 専 任

金
融
の
斡
旋

計

マ ル 経 資 金

窓 口 指 導

経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

建 設 業

サ ー ビ ス 業
そ の 他

経営指導員設置延月数

計

窓
口
指
導

巡
回
指
導

建 設 業
小 売 業

製 造 業

小 売 業
卸 売 業

卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

製 造 業

計

計

集団指導

個別指導

巡 回 指 導

一 般 ・ 特 別

環 境 改 善 資 金 等
新 創 業 融 資

計
県 融 資 制 度
市 町 村 制 度 融 資そ

の
他

商 工 貯 蓄 共 済
そ の 他 金 融 機 関

斡旋総額（千円） 貸付総額（千円）
48 57



指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 事業継続力 経営発達
070100

(注)
　

　　経営支援プログラム策定件数については、当該年度に着手した件数を記載すること。
　　小規模事業者支援法に伴う支援については、法定経営指導員における事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画の支援数を記入すること。
５．単会実施分及び広域連携実施分の別を記載し、それぞれ別様で集計すること。

２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度受けているような実態がある場合、全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　経営一般欄については、他の項目に該当しない経営に対する指導回数を記載すること。
　　経営革新欄、情報化欄については、経営一般欄を除く他の項目と重複してカウントして差し支えないものとする。
３．各種共済加入者については、その保有数を記入のこと。
４．法律認定企業等については、法律認定を目標とした企業に対する指導回数を記載すること。また、その指導の結果の認定企業数を記載すること。

地域資源活用プログラム 農商工連携
経営革新支援 新連携支援

１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。従って数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても１企業とカウントする。

法 律 認 定 企 業 等

小規模事業者支援法
に伴う支援経営支援プログラム

策定件数

中小企業等経営力強化法



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（５）広域指導センターの指導実績及び都道府県商工会連合会の指導実績
指導センター名（ )

32 38

010100

010101

010102

010103

010104

010105

010106

010107

010201

010202

010203

010204

010205

010206

010207

010301

010401

010501

講習会等

の開催に 回数

よる指導 人数

件数 回数

人数

事 業 実 績 報 告 書

巡 回 指 導

窓 口 指 導

卸 売 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

計

計

製 造 業

環境対策 労　働 その他 計

専
門
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

製 造 業

建 設 業

小 売 業

卸 売 業

サ ー ビ ス 業

そ の 他

創業
指導

経営指導員設置延月数

対象企業数 専門分野 業種別
中心市街地
活性化

地域振興

計

集団指導

個別指導

窓
口
指
導

巡
回
指
導

建 設 業

小 売 業

計

計

環境対策 労　働 その他 計対象企業数 専門分野 業種別
中心市街地
活性化

地域振興



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（６）特任経営指導員の行う経営改善普及事業の実績
①支援全体について 設置団体名（ )

32 38
010100

対象企業数 専門機関連携 専門家活用 経営革新 経営支援PG 補助制度活用 税　　務 税制活用 その他経営一般 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

👈企業数 件数👉
②①のうち事業承継支援について

対象企業数 専門機関連携 専門家活用 経営革新 経営支援PG 補助制度活用 税　　務 税制活用 その他経営一般 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

👈企業数 件数👉
③①のうち被災事業者支援について（④に該当しない事業者）

対象企業数 専門機関連携 専門家活用 経営革新 経営支援PG 補助制度活用 税　　務 税制活用 その他経営一般 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

👈企業数 件数👉

事 業 実 績 報 告 書

特
任
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

特任経営指導員設置延月数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計
第二
創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

特
任
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計
第二
創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

特
任
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業

そ の 他
計

第二
創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業



別記 第１９号の２様式（第１３条関係）

（６）特任経営指導員の行う経営改善普及事業の実績

事 業 実 績 報 告 書
④①のうち新型コロナウイルス感染症の影響に伴う経営支援について

対象企業数 専門機関連携 専門家活用 経営革新 経営支援PG 補助制度活用 税　　務 税制活用 その他経営一般 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

👈企業数 件数👉
⑤①のうち令和２年７月豪雨に係る経営支援について（④に該当しない事業者）

対象企業数 専門機関連携 専門家活用 経営革新 経営支援PG 補助制度活用 税　　務 税制活用 その他経営一般 その他 計
32 38 43 48 53 58 63 68 73 78 83 88
010101
010102
010103
010104
010105
010106
010107
010201
010202
010203
010204
010205
010206
010207
010301
010401
010501

👈企業数 件数👉

事業継続力 経営発達
070100

(注)

　

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

特
任
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

計
第二
創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

特
任
経
営
指
導
員
の
指
導
件
数

巡
回
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業

そ の 他
計

第二
創業
指導

巡 回 指 導
窓 口 指 導

計

卸 売 業
サ ー ビ ス 業
そ の 他

計

窓
口
指
導

製 造 業
建 設 業
小 売 業
卸 売 業
サ ー ビ ス 業

３．各種共済加入者については、その保有数を記入のこと。
４．法律認定企業等については、法律認定を目標とした企業に対する指導回数を記載すること。また、その指導の結果の認定企業数を記載すること。
　　経営支援プログラム策定件数については、当該年度に着手した件数を記載すること。
　　小規模事業者支援法に伴う支援については、法定経営指導員における事業継続力強化支援計画及び経営発達支援計画の支援数を記入すること。
５．単会実施分及び広域連携実施分の別を記載し、それぞれ別様で集計すること。

法 律 認 定 企 業 等

小規模事業者支援法
に伴う支援

１．対象企業数は、巡回指導及び窓口指導を受けた企業数を記載するものとする。従って数度にわたって指導を受ける企業がある場合においても１企業とカウントする。
２．巡回指導及び窓口指導の回数は、１企業が数度受けているような実態がある場合、全ての指導回数をカウントし、各々の指導欄に回数を記載すること。
　　経営一般欄については、他の項目に該当しない経営に対する指導回数を記載すること。
　　経営革新欄、情報化欄については、経営一般欄を除く他の項目と重複してカウントして差し支えないものとする。



別記第１９号の２様式 
 
（７）事業継続力強化支援計画に関する支援実績 
 
商工会等名  法定経営指導員  
支援日時     年  月  日（ ）  時  分 ～  時  分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支援内容等 
(計画策定や実行
に関する助言の

内容等) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

備  考 
 
 

 



別記第１９号の２様式 
 
（８）経営発達支援計画に関する支援実績 
 
商工会等名  法定経営指導員  
支援日時     年  月  日（ ）  時  分 ～  時  分 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支援内容等 
(計画策定や実行
に関する助言の

内容等) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

備  考 
 
 

 

 



増 減

増 減

別記第２０号様式（第１３条関係）

収支精算書

１　収入の部

精 算 額 予　算　額
比較

備考区分

２　支出の部

区分 精 算 額

計

計

予　算　額
比較

備考



別記第２１号様式（第１４条関係） 
 
 
 
 

取得財産等管理台帳（     年度） 
 
 
 
  

 区分 
財産名 

 規  格  数 量  単  価   金 額 取  得 
年月日 

 保 管 
 場 所 

  備 考  

        

 
 
（注）１．対象となる取得財産等は、交付要項第１４条第１項に定める財産とする。 
   ２．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価

が異なる場合には区分して記載すること。 
   ３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。 
 
 
 
 
 
 
 



別記第２２号様式（第１４条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 熊本県知事        様 

 

                             商工会等又は県連合会の住所 

                               商工会等又は県連合会の名称 

                                会長又は会頭    氏  名       

 

              取得財産の処分承認申請書 

   年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金により

取得した財産を下記のとおり処分したいので、熊本県小規模事業指導費補助金・小規

模事業対策推進事業費補助金交付要項第１４条第２項の規定により承認を申請します。 

                                   記 

１ 品目及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分の方法 

 

４ 処分の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第２３号様式（第１５条関係） 

                                                    番     号 

                                                    年  月  日 

 

 （申請者の氏名） 様 

 

                                     熊本県知事       印  

               

   年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金交付確定通知書 

    年  月  日付け  第   号で交付決定しました   年度熊本県小

規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金については、熊本県補助金

等交付規則第１４条の規定により、下記のとおりその額を確定しましたので通知しま

す。 

記 

１ 交付確定額 金        円 

２ 交付決定額 金        円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第２４号様式（第１６条関係） 

 

 

   年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費

補助金交付請求書 

 

 

       年  月  日付け  第   号で確定の通知があった熊本県小規模事

業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金として、下記の金額を交付される

よう、熊本県補助金等交付規則第１６条及び熊本県小規模事業指導費補助金・小規模

事業対策推進事業費補助金交付要項第１６条の規定により請求します。 

 

                 記 

 

     請求額 金           円 

 

   口座振替払      銀行    支店 口座番号  

  直 接 払  

  送 金 払  

 

 

           年  月  日 

 

 

 

                      住所 

                                   商工会等又は県連合会の名称 

                  会長又は会頭 氏         名           

 

 

 

  熊本県知事       様   

 

 

 



別記第２５号様式（第１６条関係） 

番         号 

                                  年  月   日 

 熊本県知事      様 

 

商工会等又は県連合会の住所 

商工会等又は県連合会の名称 

会長又は会頭  氏  名   

 

 

       年度熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進 

   事業費補助金概算払請求書 

 

 

       年  月  日付け  第   号で交付決定の通知があった熊本県小規模事

業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金のうち、下記の金額を交付されるよう、

熊本県補助金等交付規則第１６条及び熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推

進事業費補助金交付要項第１６条の規定により請求します。 

 

                  記 

 

      請求額 金           円 
 
 

     （請求額算定表） 

  区 分            金      額  

 交付決定済額                                  円 

 概算払受領済額                                   円 

 今 回 請 求 額                                   円 

 残 額                                   円 

  

（口座振替払） 

 金融機関名             銀行       支店  

預 金 種 目  

口 座 番 号  

（ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ）  

口座名義人  

 

（概算払が必要な理由） 

 
 



別記第２６号様式（第１７条関係） 
                                                      番     号 
                                                      年  月  日 
 
 熊本県知事        様 
 
                             商工会等又は県連合会の住所 
                               商工会等又は県連合会の名称 
                                会長又は会頭    氏  名       
 

    年度消費税額の額の確定に伴う報告書 
 熊本県小規模事業指導費補助金・小規模事業対策推進事業費補助金交付要項第１３

条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。 
                 記 
１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額）         円 
２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に 
 係る仕入控除税額                                                円 
３ 消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係 
  る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額           円 
４ 補助金返還相当額（３－２） 
  （注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 
     ２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金の８％相当額が消費税及

び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。 
    
 
 


